
第 10 章 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

本事業の実施に伴い、事業の内容及び地域の特性を勘案して環境影響評価項目を

選定し、環境影響評価を行った結果を表 10-1に示します。 

選定項目ごとの予測・評価の結果及び第８章に示した本事業で実施する環境保全

措置の内容から、本事業の工事による影響や、鉄道施設の存在による影響等につい

て概ね回避又は低減できるものと考えます。 
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表 10-1(1) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

大
気
質 

粉
じ
ん
等 

建設機械の

稼働 

【風向、風速】 

 港北区総合庁舎測定局における平成 21

年度の風向、風速の測定結果について、有

風時平均風速は 2.7ｍ/s、最多風向は北北

東となっています。 

 建設機械の稼働により発生する粉じん等は、工事区域

の乾燥時に資材等集積、土工・解体工事を実施すること

が要因として考えられます。 

 粉じん等は、乾燥した強風時に発生しやすく、ビュー

フォートの風力階級４の風速 5.5ｍ/ｓ以上になると砂

ぼこりが立ち、飛散すると考えられます。 

 予測地域における建設機械が稼働する時間（８時～12

時、13 時～17 時）の風速 5.5ｍ/ｓ以上の出現率は 2.8％

と低い頻度でした。 

 したがいまして、工事区域の乾燥時に建設機械の稼働

に伴う粉じん等が発生する可能性はありますが、予測地

域では風速 5.5ｍ/s 以上になる頻度が 2.8％と低く、粉

じん等が飛散しにくい気象状況であるため、粉じん等の

飛散による影響は小さいと予測します。 

予測地点 

風 速
5 . 5 m / s
以 上 の
出 現 率
（ ％ ）

風 速
5 . 5 m / s
以 上 の
際 の
主 風 向

観測局 

No.１ 
(新横浜駅付近) 

2.8 SW 
港北区 
総合庁舎
測定局 

No.２ 
(新綱島駅付近) 

No.３ 
(日吉工事区域付近) 

 

【仮囲いの設置】 

 仮囲いを設置する

ことで、粉じん等の

拡散を抑制すること

ができます。 

 

【工事規模に合わせ

た建設機械の設定】 

 適切な機械の設定

により必要以上の建

設機械の配置・稼働

を避けることで、粉

じん等の発生を抑制

することができま

す。 

 

【工事の平準化】 

 工事の平準化によ

り片寄った施工を避

けることで、粉じん

等が局地的に集中し

て発生することを防

止できます。 

 

【工事現場の清掃や

散水】 

 工事現場の清掃や

散水を行うことで、

粉じん等の発生を抑

制することができま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業では、建設機械の稼働に伴い粉じ

ん等が発生する可能性はあるものの、予測

地域では風速 5.5ｍ/s 以上（ビューフォー

トの風力階級４）になる頻度が 2.8％と低

く、粉じん等が飛散しにくい気象状況であ

るため、粉じん等の飛散による影響は小さ

いと考えます。 

 また、環境保全措置として「仮囲いの設

置」、「工事規模に合わせた建設機械の設

定」、「工事の平準化」、「工事現場の清掃

や散水」を実施します。これらの措置は、

他の大規模な公共事業等の工事において

も採用され、その効果が十分期待できるこ

とから、本事業による影響を事業者の実行

可能な範囲内でできる限り回避又は低減

しているものと評価します。 

 

 予測手法は

科学的知見に

基づく手法で

あり、予測の不

確実性は小さ

いと考えられ

ること及び、周

辺に及ぼす影

響が小さいこ

とから、事後調

査は実施しな

いものとしま

す。 
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表 10-1(2) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

大
気
質 

粉
じ
ん
等 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【風向、風速】 

 「風向、風速」の調査結果の概要は「大

気環境 大気質 粉じん等（建設機械の稼

働）」に示すとおりです。 

 

 資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴い発生する粉

じん等の主な要因は、「①道路の運行に伴うタイヤによる巻上

げ」、「②風による運搬土砂の飛散」が考えられます。 

 この内、「①道路の運行に伴うタイヤによる巻上げ」につい

ては、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行頻度及び周辺道

路の状況に関連しますが、現況交通量に対する資材及び機械の

運搬に用いる車両の増加割合は 1.8～6.9％程度であり、タイ

ヤの巻上げによる粉じん等を大きく底上げさせるものではな

いと考えます。 

予測地点 
資材及び機械の 
運搬に用いる車両 
(１日あたり、往復) 

 現況※ 
交通量 

現 況
交 通 量
に 対 す る
増 加 割 合

No.１ 
(環状２号線) 

494 台 26,728 台 1.8％ 

No.２ 
(環状２号線) 

494 台 20,497 台 2.4％ 

No.３ 
(県道２号(東京
丸子横浜)) 

636 台 10,506 台 6.1％ 

No.４ 
(県道２号(東京
丸子横浜)) 

636 台 13,574 台 4.7％ 

No.５ 
(県道２号(東京
丸子横浜)) 

636 台 9,160 台 6.9％ 

※ 表中の現況交通量は、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行時
間帯（８時～12 時、13 時～17 時）を対象に交通量を集計したもの
です。 

 

 また、「②風による運搬土砂の飛散」について、粉じん等は、

乾燥した強風時に発生しやすく、ビューフォートの風力階級４

の風速 5.5ｍ/ｓ以上になると砂ぼこりが立ち、飛散すると考

えられます。 

 予測地域における資材及び機械の運搬に用いる車両が運行

する時間（８時～12 時、13 時～17 時）の風速 5.5ｍ/ｓ以上の

出現率は 2.8％と低い頻度でした。 

 したがいまして、掘削工事の際の土砂運搬等により粉じん等

が発生する可能性はありますが、現況交通量に対する資材及び

機械の運搬に用いる車両の増加割合は 1.8～6.9％程度であ

り、タイヤの巻上げによる粉じん等を大きく底上げさせるもの

ではないと考えられること、また、予測地域では風速 5.5ｍ/s

以上になる頻度が 2.8％と低く、粉じん等が飛散しにくい気象

状況であることから、粉じん等の発生・飛散による影響は小さ

いと予測します。 

予測地点 

風 速
5 . 5 m / s
以 上 の
出 現 率
（ ％ ）

風 速
5 . 5 m / s
以 上 の
際 の
主 風 向

観測局 

No.１ 
(環状２号線) 

2.8 SW 
港北区 
総合庁舎 
測定局 

No.２ 
(環状２号線) 
No.３ 

 (県道２号(東京 
  丸子横浜)) 

No.４ 
 (県道２号(東京 
  丸子横浜)) 

No.５ 
 (県道２号(東京 
  丸子横浜)) 

 

【工事の平準化】 

 工事の平準化によ

り資材及び機械の運

搬に用いる車両が集

中しないよう配慮す

ることで、粉じん等

が局地的に集中して

発生することを防止

できます。 

 

【荷台への防塵シー

トの敷設・散水】 

 荷台に防塵シート

を敷設するとともに

散水を行うことで、

粉じん等の発生を抑

制することができま

す。 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両の出

入り口や周辺道路の

清掃・散水、タイヤ

の洗浄】 

 資材及び機械の運

搬に用いる車両の出

入り口や周辺道路の

清掃・散水、タイヤ

の洗浄を行うこと

で、粉じん等の発生

を抑制することがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業では、資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に伴い粉じん等が発生する

可能性はあるものの、現況交通量に対する

資材及び機械の運搬に用いる車両の増加

割合は 1.8～6.9％程度であり、タイヤの

巻上げによる粉じん等を大きく底上げさ

せるものではないと考えられること、ま

た、予測地域では風速 5.5ｍ/s 以上（ビュ

ーフォートの風力階級４）になる頻度が

2.8％と低く、粉じん等が飛散しにくい気

象状況であることから、粉じん等の発生・

飛散による影響は小さいと考えます。 

 また、環境保全措置として「工事の平準

化」、「荷台への防塵シートの敷設・散水」、

「資材及び機械の運搬に用いる車両の出

入り口や周辺道路の清掃・散水、タイヤの

洗浄」を実施します。これらの措置は、他

の大規模な公共事業等の工事においても

採用され、その効果が十分期待できること

から、本事業による影響を事業者の実行可

能な範囲内でできる限り回避又は低減し

ているものと評価します。 

 予測手法は

科学的知見に

基づく手法で

あり、予測の不

確実性は小さ

いと考えられ

ること及び、周

辺に及ぼす影

響が小さいこ

とから、事後調

査は実施しな

いものとしま

す。 
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表 10-1(3) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

大
気
質 

二
酸
化
窒
素 

建設機械の

稼働 

【風向、風速、日射量、放射収支量】 

 港北区総合庁舎測定局における平成 21

年度の風向、風速の測定結果について、有

風時平均風速は 2.7ｍ/s、最多風向は北北

東となっています。 

 中区本牧測定局における平成 21 年度の

日射量の測定結果について、１時間値の最

大値は 2.02～3.60MJ/ｍ2 となっていま

す。 

 金沢区長浜測定局における平成 21 年度

の放射収支量の測定結果について、１時間

値の最大値は 1.05～2.74MJ/ｍ2 となって

います。 

 

【二酸化窒素の濃度】 

 港北区総合庁舎測定局における平成 21

年度の二酸化窒素の測定結果について、１

日平均値（１時間値の１日平均値）の年間

98％値は 0.044ppm で、環境基準を達成し

ています。また、年平均値の推移について、

平成 17 年度以降は減少傾向となっていま

す。 

【本事業における配慮事項】 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う二酸化窒素の影響

を低減させるため、事前の配慮事項として「排ガス対策

型建設機械の採用」を計画しています。 

 

【予測結果】 

 予測地点における二酸化窒素の１日平均値（１時間値

の１日平均値）の年間 98％値は、0.047～0.051ppm と予

測します。 

 なお、建設機械の稼働による二酸化窒素の寄与濃度は

年平均で１日あたり 0.004～0.007ppm であり、現況の二

酸化窒素濃度を大きく引き上げるものではないと考えま

す。 
                     （単位：ppm）

予測地点 

年平均値 
1 日平均値

の 年 間

9 8 ％ 値

現況

濃度

建設機械 

による 

寄与濃度 

合計 

濃度 

No.１ 
(新横浜駅付近)

0.022

0.004 0.026 0.047 

No.２ 
(新綱島駅付近)

0.005 0.027 0.048 

No.３ 
(日吉工事区域

付近) 
0.007 0.029 0.051 

 

 

【排ガス対策型建設

機械の採用】 

 排ガス対策型建設

機械を採用すること

で、工事に伴う二酸

化窒素の発生量を低

減することができま

す。 

 

【工事規模に合わせ

た建設機械の設定】 

 適切な機械の設定

により必要以上の建

設機械の配置・稼働

を避けることで、二

酸化窒素の発生を抑

制することができま

す。 

 

【建設機械の使用時

における配慮の徹

底】 

 アイドリングスト

ップの推進や過負荷

運転の防止に努める

ことで、二酸化窒素

の発生を抑制するこ

とができます。 

 

【建設機械の点検・

整備による性能維

持】 

 適切な点検・整備

により建設機械の性

能を維持すること

で、二酸化窒素の発

生を抑制することが

できます。 

 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う二酸

化窒素の影響を低減させるため、事前の配

慮事項として「排ガス対策型建設機械の採

用」を行う計画としています。また、更な

る環境保全措置として、「工事規模に合わ

せた建設機械の設定」、「建設機械の使用

時における配慮の徹底」、「建設機械の点

検・整備による性能維持」を実施します。

これらの措置は、他の大規模な公共事業等

の工事においても採用され、その効果が十

分期待できることから、本事業による影響

を事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避又は低減しているものと評価しま

す。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、建設機械の稼働に伴う二酸化窒素の

予測結果は 0.047～0.051ppm であり、全て

の地点において「二酸化窒素に係る環境基

準について」（昭和 53 年７月 11 日 環境

庁告示第 38 号）の基準値である 0.06ppm

を下回ります。したがって、基準又は目標

との整合が図られているものと評価しま

す。 

 なお、建設機械の稼働による二酸化窒素

の寄与濃度は年平均で１日あたり 0.004

～0.007ppm であり、現況の二酸化窒素濃

度を大きく引き上げるものではないと考

えます。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「二酸化窒素に係る環境基準について」 

：１時間値の１日平均値が 0.04ppm から

0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下

であること 

 

 予測手法は

科学的知見に

基づく予測式

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(4) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

大
気
質 

二
酸
化
窒
素 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【風向、風速】 

 「風向、風速」の調査結果の概要は「大

気環境 大気質 二酸化窒素（建設機械の

稼働）」に示すとおりです。 

 

【二酸化窒素の濃度】 

 「二酸化窒素の濃度」の調査結果の概要

は「大気環境 大気質 二酸化窒素（建設

機械の稼働）」に示すとおりです。 

 

 

 予測地点における二酸化窒素の１日平均値（１時間値

の１日平均値）の年間 98％値は、0.046～0.048ppm と予

測します。 

 なお、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による

二酸化窒素の寄与濃度は年平均で１日あたり 0.0001～

0.0003ppm であり、現況の二酸化窒素濃度を大きく引き

上げるものではないと考えます。 

 
                     （単位：ppm）

予測地点 

年平均値 

1 日平均値

の 年 間

9 8 ％ 値

現況 

濃度 

 資材及び 

 機械の運 

 搬に用い 

 る車両に 

 よる寄与 

 濃度 

合計 

濃度 

No.１ 
(環状２号線)

0.024 0.0001 0.0241 0.046 

No.２ 
(環状２号線)

0.025 0.0001 0.0251 0.048 

No.３ 
(県道２号(東

京丸子横浜)) 

0.025 0.0003 0.0253 0.048 

No.４ 
(県道２号(東

京丸子横浜)) 

0.024 0.0002 0.0242 0.046 

No.５ 
(県道２号(東

京丸子横浜)) 

0.025 0.0003 0.0253 0.048 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両の点

検・整備による性能

維持】 

 適切な点検・整備

により資材及び機械

の運搬に用いる車両

の性能を維持するこ

とで、二酸化窒素の

発生を抑制すること

ができます。 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの分散】 

 資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの更なる

分散化を行うことに

より、車両の集中に

よる局地的な二酸化

窒素の発生を防止す

ることができます。 

 ただし、他の環境

への影響として、分

散させた道路への影

響が考えられます。 

 

 本事業では、資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に伴う二酸化窒素の影響を

低減させるため、環境保全措置として「資

材及び機械の運搬に用いる車両の点検・整

備による性能維持」、「資材及び機械の運

搬に用いる車両及び運行ルートの分散」を

実施します。これらの措置は、他の大規模

な公共事業等の工事においても採用され、

その効果が十分期待できることから、本事

業による影響を事業者の実行可能な範囲

内でできる限り回避又は低減しているも

のと評価します。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行に伴う二酸化窒素の予測結果は

0.046～0.048ppm であり、全ての地点にお

いて「二酸化窒素に係る環境基準につい

て」（昭和 53 年７月 11 日 環境庁告示第

38 号）の基準値である 0.06ppm を下回り

ます。したがって、基準又は目標との整合

が図られているものと評価します。 

なお、資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行による二酸化窒素の寄与濃度は年平

均で１日あたり 0.0001～0.0003ppm であ

り、現況の二酸化窒素濃度を大きく引き上

げるものではないと考えます。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「二酸化窒素に係る環境基準について」 

：１時間値の１日平均値が 0.04ppm から

0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下

であること 

 予測手法は

科学的知見に

基づく予測式

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(5) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

大
気
質 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

建設機械の

稼働 

【風向、風速、日射量、放射収支量】 

 「風向、風速、日射量、放射収支量」の

調査結果の概要は「大気環境 大気質 二

酸化窒素（建設機械の稼働）」に示すとお

りです。 

 

【浮遊粒子状物質の濃度】 

 港北区総合庁舎測定局における平成 21

年度の浮遊粒子状物質の測定結果につい

て、１日平均値（１時間値の１日平均値）

の年間２％除外値は 0.053mg/ｍ3で、環境

基準を達成しています。 

 また、年平均値の推移について、平成

17 年度以降は横ばい傾向となっていま

す。 

 

【本事業における配慮事項】 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の

影響を低減させるため、事前の配慮事項として「排ガス

対策型建設機械の採用」を計画しています。 

 

【予測結果】 

 予測地点における浮遊粒子状物質の１日平均値（１時

間値の１日平均値）の年間２％除外値は、0.060～

0.061mg/ｍ3と予測します。 

 なお、建設機械の稼働による浮遊粒子状物質の寄与濃

度は年平均で１日あたり 0.0007～0.0016mg/ｍ3であり、

現況の浮遊粒子状物質濃度を大きく引き上げるものでは

ないと考えます。 
                    （単位：mg/ｍ3）

予測地点 

年平均値 1 日平均値

の 年 間

２ ％

除 外 値

現況

濃度

建設機械 

による 

寄与濃度 

合計 

濃度 

No.１ 
(新横浜駅付近)

0.024

0.0007 0.0247 0.060 

No.２ 
(新綱島駅付近) 

0.0008 0.0248 0.060 

No.３ 
(日吉工事区域

付近) 

0.0016 0.0256 0.061 

 

 

【排ガス対策型建設

機械の採用】 

 排ガス対策型建設

機械を採用すること

で、工事に伴う浮遊

粒子状物質の発生量

を低減することがで

きます。 

 

【工事規模に合わせ

た建設機械の設定】 

 適切な機械の設定

により必要以上の建

設機械の配置・稼働

を避けることで、浮

遊粒子状物質の発生

を抑制することがで

きます。 

 

【建設機械の使用時

における配慮の徹

底】 

 アイドリングスト

ップの推進や過負荷

運転の防止に努める

ことで、浮遊粒子状

物質の発生を抑制す

ることができます。 

 

【建設機械の点検・

整備による性能維

持】 

 適切な点検・整備

により建設機械の性

能を維持すること

で、浮遊粒子状物質

の発生を抑制するこ

とができます。 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う浮遊

粒子状物質の影響を低減させるため、事前

の配慮事項として排ガス対策型建設機械

の採用を行う計画としています。また、更

なる環境保全措置として、「工事規模に合

わせた建設機械の設定」、「建設機械の使

用時における配慮の徹底」、「建設機械の

点検・整備による性能維持」を実施します。

これらの措置は、他の大規模な公共事業等

の工事においても採用され、その効果が十

分期待できることから、本事業による影響

を事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避又は低減しているものと評価しま

す。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物

質の予測結果は 0.060～0.061mg/ｍ3 であ

り、全ての地点において「大気の汚染に係

る環境基準について」（昭和 48 年５月８

日 環境庁告示第 25 号）の基準値である

0.10mg/ｍ3を下回ります。したがって、基

準又は目標との整合が図られているもの

と評価します。 

 なお、建設機械の稼働による浮遊粒子状

物質の寄与濃度は年平均で１日あたり

0.0007～0.0016mg/ｍ3であり、現況の浮遊

粒子状物質濃度を大きく引き上げるもの

ではないと考えます。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「大気の汚染に係る環境基準について」 

：１時間値の１日平均値が 0.10mg/ｍ3 以

下であること。（長期的評価） 

 

 予測手法は

科学的知見に

基づく予測式

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(6) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

大
気
質 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【風向、風速】 

 「風向、風速」の調査結果の概要は「大

気環境 大気質 二酸化窒素（建設機械の

稼働）」に示すとおりです。 

 

【浮遊粒子状物質の濃度】 

 「浮遊粒子状物質の濃度」の調査結果の

概要は「大気環境 大気質 浮遊粒子状物

質（建設機械の稼働）」に示すとおりです。 

 

 

 予測地点における浮遊粒子状物質の１日平均値（１時

間値の１日平均値）の年間２％除外値は、0.061mg/ｍ3

と予測します。 

 なお、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による

浮遊粒子状物質の寄与濃度は年平均で１日あたり

0.00003～0.00010mg/ｍ3 であり、現況の浮遊粒子状物質

濃度を大きく引き上げるものではないと考えます。 
                    （単位：mg/ｍ3）

予測地点 

年平均値 

1 日平均値

の 年 間

２ ％

除 外 値

現況 

濃度 

資材及び 

機械の運 

搬に用い 

る車両に 

よる寄与 

濃度 

合計 

濃度 

No.１ 
(環状２号線) 

0.025 0.00003 0.02503 0.061 

No.２ 
(環状２号線) 

0.025 0.00004 0.02504 0.061 

No.３ 
(県道２号(東

京丸子横浜)) 

0.025 0.00010 0.02510 0.061 

No.４ 
(県道２号(東

京丸子横浜)) 

0.025 0.00007 0.02507 0.061 

No.５ 
(県道２号(東

京丸子横浜)) 

0.025 0.00010 0.02510 0.061 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両の点

検・整備による性能

維持】 

 適切な点検・整備

により資材及び機械

の運搬に用いる車両

の性能を維持するこ

とで、浮遊粒子状物

質の発生を抑制する

ことができます。 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの分散】 

 資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの更なる

分散化を行うことに

より、車両の集中に

よる局地的な浮遊粒

子状物質の発生を防

止することができま

す。 

 ただし、他の環境

への影響として、分

散させた道路への影

響が考えられます。 

 

 本事業では、資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に伴う浮遊粒子状物質の影

響を低減させるため、環境保全措置として

「資材及び機械の運搬に用いる車両の点

検・整備による性能維持」、「資材及び機械

の運搬に用いる車両及び運行ルートの分

散」を実施します。これらの措置は、他の

大規模な公共事業等の工事においても採

用され、その効果が十分期待できることか

ら、本事業による影響を事業者の実行可能

な範囲内でできる限り回避又は低減して

いるものと評価します。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行に伴う浮遊粒子状物質の予測結果は

0.061mg/ｍ3 であり、全ての地点において

「大気の汚染に係る環境基準について」

（昭和 48 年５月８日 環境庁告示第 25

号）の基準値である 0.10mg/ｍ3 を下回り

ます。したがって、基準又は目標との整合

が図られているものと評価します。 

 なお、資材及び機械の運搬に用いる車両

の運行による浮遊粒子状物質の寄与濃度

は 年 平 均 で １ 日 あ た り 0.00003 ～

0.00010mg/ｍ3 であり、現況の浮遊粒子状

物質濃度を大きく引き上げるものではな

いと考えます。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「大気の汚染に係る環境基準について」 

：１時間値の１日平均値が 0.10mg/ｍ3 以

下であること。（長期的評価） 

 

 予測手法は

科学的知見に

基づく予測式

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(7) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

建設機械の

稼働 

【騒音の状況】 

 環境騒音は、騒音レベルの 90％レンジ

の上端値（ 5AL ）で昼間 70～74 デシベル、

夜間 65～72 デシベルとなっています。 
            （単位:デシベル） 

調査 

地点 

環境騒音 

騒音レベルの

90％レンジの

上端値（ 5AL ）

等 価 騒 音 

レベル（
AeqL ） 

昼間※ 夜間※ 昼間※ 夜間※ 

環境－１ 74 72 68 65 

環境－２ 70 65 63 60 

環境－３ 72 66 64 57 

※ 昼間：６時～22 時 

  夜間：22 時～翌日６時 

 

【地表面の状況】 

 計画路線周辺は既に市街化された地域

となっており、草地や田畑は少なく、その

ほとんどが道路のアスファルト舗装や、住

居等のコンクリート舗装で覆われた固い

地面となっています。 

 

 

【本事業における配慮事項】 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う騒音を低減させる

ため、事前の配慮事項として「低騒音型建設機械の採用」、

「仮囲いの設置（高さ 2.0ｍ）」を計画しています。 

 

【予測結果】 

 予測地点における建設機械の稼働に伴う騒音は、72～

85 デシベルと予測します。 
                   （単位:デシベル）

予測地点 予測結果 

No.１ 

（新横浜駅付近） 
72～82 

No.２ 

（新綱島駅付近） 
72～82 

No.３ 

（日吉工事区域付近） 
79～85 

 

【低騒音型建設機械

の採用】 

 低騒音型建設機械

を採用することで、

工事に伴う騒音の発

生を抑制することが

できます。 

 

【仮囲いの設置】 

 仮囲いを設置する

ことにより音が遮音

されるため、騒音を

低減する効果があり

ます。 

 

【工事規模に合わせ

た建設機械の設定】 

 適切な機械の設定

により必要以上の建

設機械の配置・稼働

を避けることで、騒

音の発生を抑制する

ことができます。 

 

【建設機械の使用時

における配慮の徹

底】 

 アイドリングスト

ップの推進や過負荷

運転の防止に努める

ことで、騒音の発生

を抑制することがで

きます。 

 

【建設機械の点検・

整備による性能維

持】 

 適切な点検・整備

により建設機械の性

能を維持すること

で、騒音の発生を抑

制することができま

す。 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う騒音

を低減させるため、事前の配慮事項として

「低騒音型建設機械の採用」、「仮囲いの

設置（高さ 2.0ｍ）」を行う計画としてい

ます。また、更なる環境保全措置として「工

事規模に合わせた建設機械の設定」、「建

設機械の使用時における配慮の徹底」、

「建設機械の点検・整備による性能維持」

を実施します。これらの措置は、他の大規

模な公共事業等の工事においても採用さ

れ、その効果が十分期待できることから、

本事業による影響を事業者の実行可能な

範囲内でできる限り回避又は低減してい

るものと評価します。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、建設機械の稼働に伴う騒音の予測結

果は 72～85 デシベルであり、全ての地点

において「特定建設作業に伴って発生する

騒音の規制に関する基準」（昭和 43 年

厚生省・建設省告示第 1 号）の基準値であ

る 85 デシベル以下となります。したがっ

て、基準又は目標との整合が図られている

ものと評価します。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の

規制に関する基準」 

：85 デシベル以下 

 予測手法は

科学的知見に

基 づ く ASJ 

CN-Model 2007

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(8) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【騒音の状況】 
 道路交通騒音は昼間 68～72 デシベル、夜間

66～70 デシベルとなっており、道路－１地点、

道路－３地点、道路－４地点の昼間は「騒音

に係る環境基準について」（平成 10 年９月 30

日 環境庁告示第 64 号）による環境基準値以

下となっているものの、その他については環

境基準値を上回っています。 

       （等価騒音レベル（ AeqL ）、 

             単位: デシベル） 

調査 

地点 

道 路

交通騒音
環境基準 

※
１

判
定 

※
２

昼
間 

※
２

夜
間 

※
３

地
域
類
型

※
２

昼
間 

※
２

夜
間 

道路－１ 

(環状 

２号線) 

69 66 
幹
線 70 65 

○ 

× 

道路－２ 

(環状 

２号線) 

72 70 
幹
線 70 65 

× 

× 

道路－３ 

(県道２号

(東京丸子

横浜)) 

68 66 
幹
線 

70 65 
○ 

× 

道路－４ 

(県道２号

(東京丸子

横浜)) 

70 68 
幹
線 

70 65 
○ 

× 

道路－５ 

(県道２号

(東京丸子

横浜)) 

71 70 
幹
線 

70 65 
× 

× 

※1 判定について 

    上段：昼 下段：夜 

    「○」：環境基準に適合 

    「×」：環境基準に不適合 

※2 昼間：６時～22 時 

   夜間：22 時～翌日６時 

※3 「幹線」とは、「幹線交通を担う道路に近接す

る空間」に該当することを示します。 

 

【沿道の状況】 
 計画路線周辺は既に市街化された地域とな

っており、草地や田畑は少なく、そのほとん

どが道路のアスファルト舗装や、住居等のコ

ンクリート舗装で覆われた固い地面となって

います。環状２号線の沿道については、オフ

ィス、飲食店、物販店等が立地している他、

主な住居施設としてマンションが散在してい

ます。一方、県道２号（東京丸子横浜）の沿

道については、大豆戸交差点付近から綱島交

差点付近までの区間には主に２～３階建の戸

建て住宅、アパート、個人商店が立地してお

り、綱島から日吉までの区間には、主にマン

ションや物販店が立地しています。 

 予測地点における資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行に伴う騒音は 68～72 デシベルと予測します。なお、

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による騒音レベ

ルの寄与分（現況の騒音に対する増加分）は０デシベル

と表されるほど小さい値になると予測します。 

       （等価騒音レベル（ AeqL ）、単位: デシベル）

予測地点 現況値 

資 材 及 び 機 械

の 運 搬 に

用 い る 車 両

に よ る 寄 与 分

予測値 

No.１ 
(環状２号線) 

69 0.14≒0 69 

No.２ 
(環状２号線) 

72 0.17≒0 72 

No.３ 
(県道２号(東京丸

子横浜)) 

68 0.47≒0 68 

No.４ 
(県道２号(東京丸

子横浜)) 
70 0.36≒0 70 

No.５ 
(県道２号(東京丸

子横浜)) 
71 0.49≒0 71 

※ 時間区分 昼間（６時～22 時） 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両の点

検・整備による性能

維持】 

 適切な点検・整備

により資材及び機械

の運搬に用いる車両

の性能を維持するこ

とで、騒音の発生を

抑制することができ

ます。 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの分散】 

 資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの更なる

分散化を行うことに

より、車両の集中に

よる局地的な騒音の

発生を防止すること

ができます。 

 ただし、他の環境

への影響として、分

散させた道路への影

響が考えられます。 

 本事業では、資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に伴う騒音を低減させるた

め、環境保全措置として「資材及び機械の

運搬に用いる車両の点検・整備による性能

維持」、「資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散」を実施します。

これらの措置は、他の大規模な公共事業等

の工事においても採用され、その効果が十

分期待できることから、本事業による影響

を事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避又は低減しているものと評価しま

す。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行に伴う騒音の予測結果は 68～72 デシ

ベルとなります。 

 この内、現況で 70 デシベルを上回って

いるNo.2地点及びNo.5地点の予測結果は

71～72 デシベルで、「騒音に係る環境基

準について」（平成 10 年９月 30 日 環境

庁告示第 64 号）の基準値である 70 デシベ

ル（昼間、幹線交通を担う道路に近接する

空間）を上回ります。しかしながら、資材

及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴

う騒音レベルの寄与分は０デシベルと表

されるほど小さい値で、現況の道路交通騒

音レベルを引き上げるものではないと考

えます。 

 また、現況で 70 デシベル以下となって

いる No.1 地点、No.3 地点、No.4 地点の予

測結果は 68～70 デシベルで、「騒音に係

る環境基準について」（平成 10 年９月 30

日 環境庁告示第 64 号）の基準値である

70 デシベル（昼間、幹線交通を担う道路

に近接する空間）以下となります。 

 したがって、基準又は目標との整合が図

られているものと評価します。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「騒音に係る環境基準について」 

：70 デシベル以下（昼間、幹線交通を担

う道路に近接する空間） 

 予測手法は

科学的知見に

基 づ く ASJ 

RTN-Model 2008

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(9) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

騒
音 

騒
音 

列車の走行

（地下を走

行する場合

を除く。） 

【騒音の状況】 

 鉄道騒音は昼間 54～64 デシベル、夜間

50～59 デシベルとなっています。 
       （等価騒音レベル（ AeqL ）、 

             単位: デシベル） 

調査地点 

構
造
形
式 

最 寄

軌 道 中 心

からの距離

鉄道 

騒音 

※

昼
間 

※

夜
間 

鉄道－１ 

(東急電鉄

東横線) 

高
架 

計画路線 

から 12.5ｍ

(現況線から

14.1ｍ) 

54 50 

鉄道－２ 

(東急電鉄

東横線) 

掘
割 

計画路線 

から 14.5ｍ

(現況線から

9.3ｍ) 

64 59 

※ 昼間：７時～22 時 

  夜間：22 時～翌日７時 

 

【計画路線沿線の状況】 

 計画路線周辺は既に市街化された地域

となっており、計画路線が地上を走行する

日吉駅付近について、計画路線の西側には

側道を挟んで２階から３階建て戸建て住

居やアパートが立地しています。また、東

側には県道２号（東京丸子横浜）が鉄道に

並行して存在しています。 

 

 

【本事業における配慮事項】 
 本事業では、列車の走行（地下を走行する場合を除く）に伴

う騒音を低減させるため、事前の配慮事項として「ロングレー

ルの敷設」、「消音バラストの散布」を計画しています。 

 

【予測結果】 
・計画路線の騒音 

 計画路線の最寄軌道中心から 12.5ｍの地点における列車の

走行に伴う騒音は、昼間 38～64 デシベル、夜間 31～58 デシベ

ルと予測します。なお、No.２地点については、環境保全措置

（防音壁（高さ 2.0ｍ）の設置）実施後は昼間 57 デシベル、

夜間 51 デシベルと予測します。 

       （等価騒音レベル（ AeqL ）、単位：デシベル）

予測地点 構 造 

計画路線の最寄軌道中心 

から 12.5ｍ離れた地点 

昼 間※1 夜 間※1 

No.１ 
(箕輪町) 

高架橋 

２層 
38 31 

No.２ 
 (日吉駅 

  付近) 

擁壁 

（掘割） 

64 

《57》 

58 

《51》 

※1 昼間：７時～22 時 夜間：22 時～翌日７時 

※2 《》は、環境保全措置（防音壁（高さ 2.0ｍ）の設置）実施後

の値 

 

・計画路線と既設在来線（東急電鉄東横線）の複合騒音
計画路線と既設在来線の列車の走行に伴う複合騒音は、昼間

53～70 デシベル、夜間 49～66 デシベルと予測します。なお、

No.２地点については、環境保全措置（防音壁（高さ 2.0ｍ）

の設置）実施後は昼間 63 デシベル、夜間 59 デシベルと予測し

ます。 

       （等価騒音レベル（ AeqL ）、単位：デシベル）

予測地点 構
造

調査地点と同一地点※1 

昼 間※2 夜 間※2 

No.１ 
(箕輪町) 

高
架
橋
２
層 

38 
 (計画 

  路線)

53 
(既設 

 在来線)

31 
 (計画 

  路線)

49 
(既設 

 在来線)

53 
(複合騒音) 

49 
(複合騒音) 

No.２ 
 (日吉駅 

 付近) 

擁
壁(

掘
割)

63《57》
 (計画 

  路線)

69《62》
(既設 

 在来線)

56《50》
 (計画 

  路線)

65《58》
(既設 

 在来線)

70《63》 
(複合騒音) 

66《59》 
(複合騒音) 

※1 調査地点について 

    No.１：計画路線の最寄軌道中心から 12.5ｍ離れた地点 

    No.２：計画路線の最寄軌道中心から 14.5ｍ離れた地点 

※2 昼間：７時～22 時 夜間：22 時～翌日７時 

※3 《》は、環境保全措置（防音壁（高さ 2.0ｍ）の設置）実施後

の値 

【ロングレールの敷

設】 

 レールの継ぎ目が

少なくなり、騒音を

低減する効果があり

ます。 

 

【消音バラストの散

布】 

 バラスト間に生じ

る隙間が音を吸収す

るため、騒音を低減

する効果がありま

す。 

 

【防音壁の設置】 

 防音壁を設置する

ことにより音が遮音

されるため、騒音を

低減する効果があり

ます。 

 ただし、他の環境

への影響として、防

音壁の設置により眺

望に変化が生じま

す。 

 
・環境保全措置の効果

及び当該環境保全措置

を講じた後の環境の変

化の状況 

＜対象＞ 

 ：No.２地点 

＜計画路線の騒音＞ 

 ：昼間、夜間ともに

７デシベルの低減

＜計画路線と既設在来

 線の複合騒音＞ 

 ：昼間、夜間ともに

７デシベルの低減

 

【車両及び軌道の維

持管理の徹底】 

 レールの削正や車

輪の転削などにより

レール及び使用する

車両の適切な点検・

整備を行い、その性

能を維持すること

で、過度な騒音の発

生を防止する効果が

あります。 

 本事業では、列車の走行（地下を走行す

る場合を除く）に伴う騒音を低減させるた

め、事前の配慮事項として「ロングレール

の敷設」、「消音バラストの散布」を行う計

画としています。また、更なる環境保全措

置として日吉側の擁壁（掘割）部における

「防音壁（高さ 2.0ｍ）の設置」、「車両及

び軌道の維持管理の徹底」を実施します。

これらの措置は、他の鉄道事業においても

採用され、その効果が確認されていること

から、本事業の影響を事業者の実行可能な

範囲内でできる限り回避又は低減してい

るものと評価します。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、計画路線の列車の走行に伴う騒音の

予測結果は昼間 38～57 デシベル、夜間 31

～51 デシベルであり、昼間、夜間ともに

「在来鉄道の新設又は大規模改良に際し

ての騒音対策の指針について」（平成７年

12 月 20 日、環大一第 174 号）の指針値で

ある昼間 60 デシベル、夜間 55 デシベルを

下回ります。したがって、基準又は目標と

の整合が図られているものと評価します。

 なお、計画路線と既設在来線の列車の走

行に伴う騒音（複合騒音）の騒音レベルは、

防音壁設置後において昼間 53～63 デシベ

ル、夜間 49～59 デシベルとなり、既設在

来線の現況の騒音レベル以下となること

から、著しい影響を生じさせるものではな

いと考えます。 

 また、 本事業の実施にあたっては、最

新の動向を踏まえ、実行可能なより良い技

術が開発された場合には、必要に応じて採

用するなど一層の低減に努めます。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「在来鉄道の新設又は大規模改良に際し

ての騒音対策の指針について」（新線の指

針値） 

：等価騒音レベル（
AeqL ） 

  昼間（７時～22 時） 

        ：60 デシベル以下 

  夜間（22 時～翌日７時） 

        ：55 デシベル以下 

 列車の走行

に伴う騒音の

予測について

は、確立された

理論式を用い

ていますが、類

似の既設線と

本計画路線と

の諸条件の違

いにより不確

実性が生じる

と考えられる

ことから、事後

調査を実施し

ます。 

 

【調査項目】 

・鉄道騒音 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 予測地点に

おいて、「在来

鉄道の新設又

は大規模改良

に際しての騒

音対策の指針

について」（平

成７年 12 月 20

日  環大一第

174 号）に定め

る方法により、

騒音の状況を

調査します。 

10-19





表 10-1(10) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

振
動 

振
動 

建設機械の

稼働 

【振動の状況】 

 環境振動は昼間 40～49 デシベル、夜間

32～45 デシベルとなっています。 

 
           （単位: デシベル） 

調査地点 
環境振動 

昼間※ 夜間※ 

環境－１ 49 45 

環境－２ 40 37 

環境－３ 40 32 

※ 昼間：８時～19 時 

  夜間：19 時～翌日８時 

 

【地盤の状況】 

 神奈川区羽沢町、三枚町から港北区師岡

町にかけての台地部や大倉山公園等の丘

陵地は、下末吉ローム層や鶴見層から構成

されています。鶴見川や鳥山川などの河川

周辺の平地・低地部は、沖積層から構成さ

れています。また、計画路線周辺の基盤は

更新世前期の上総層群となっています。こ

の内、計画路線が通過する区間の表層は、

そのほとんどが沖積層となっています。 

【本事業における配慮事項】 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う振動を低減させる

ため、事前の配慮事項として「低振動型建設機械の採用」

を計画しています。 

 

【予測結果】 

 予測地点における建設機械の稼働に伴う振動は、43～

75 デシベルと予測します。 
                   （単位:デシベル）

予測地点 予測結果 

No.１ 

（新横浜駅付近） 
43～72 

No.２ 

（新綱島駅付近） 
43～72 

No.３ 

（日吉工事区域付近） 
59～75 

 

【低振動型建設機械

の採用】 

 低振動型建設機械

を採用することで、

工事に伴う振動の発

生を抑制することが

できます。 

 

【工事規模に合わせ

た建設機械の設定】 

 適切な機械の設定

により必要以上の建

設機械の配置・稼働

を避けることで、振

動の発生を抑制する

ことができます。 

 

【建設機械の使用時

における配慮の徹

底】 

 過負荷運転の防止

に努めることで、振

動の発生を抑制する

ことができます。 

 

【建設機械の点検・

整備による性能維

持】 

 適切な点検・整備

により建設機械の性

能を維持すること

で、振動の発生を抑

制することができま

す。 

 本事業では、建設機械の稼働に伴う振動

を低減させるため、事前の配慮事項として

「低振動型建設機械の採用」を行う計画と

しています。また、更なる環境保全措置と

して「工事規模に合わせた建設機械の設

定」、「建設機械の使用時における配慮の

徹底」、「建設機械の点検・整備による性能

維持」を実施します。これらの措置は、他

の大規模な公共事業等の工事においても

採用され、その効果が十分期待できること

から、本事業による影響を事業者の実行可

能な範囲内でできる限り回避又は低減し

ているものと評価します。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、建設機械の稼働に伴う振動の予測結

果は 43～75 デシベルであり、全ての地点

において「振動規制法施行規則」（昭和 51

年 11 月 10 日 総理府令第 58 号）による

「特定建設作業の規制に関する基準」の基

準値である 75 デシベル以下となります。

したがって、基準又は目標との整合が図ら

れているものと評価します。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「「振動規制法施行規則」による「特定建

設作業の規制に関する基準」」 

：75 デシベル以下 

 予測手法は

科学的知見に

基づく予測式

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(11) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

振
動 

振
動 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【振動の状況】 

 道路交通振動は昼間 38～53 デシベル、

夜間 35～51 デシベルとなっており、全て

の地点において「振動規制法施行規則」

（昭和 51 年 11 月 10 日 総理府令第 58

号）による道路交通振動の限度（要請限度）

の値を下回っています。 
            （単位:デシベル） 

調査 

地点 

道 路

交通振動
要請限度 

※
１

判
定 

※
２

昼
間 

※
２

夜
間 

※
３

区
域
区
分

※
２

昼
間 

※
２

夜
間 

道路－１ 

(環状 

２号線) 

47 43
第
２
種

70 65 
○ 

○ 

道路－２ 

(環状 

２号線) 

53 49
第
２
種

70 65 
○ 

○ 

道路－３ 

(県道２号

(東京丸子

横浜)) 

38 35
第
１
種

65 60 
○ 

○ 

道路－４ 

(県道２号

(東京丸子

横浜)) 

49 45
第
２
種 

70 65 
○ 

○ 

道路－５ 

(県道２号

(東京丸子

横浜)) 

51 51
第
２
種 

70 65 
○ 

○ 

※1 判定について 

    上段：昼 下段：夜 

    「○」：要請限度に適合 

    「×」：要請限度に不適合 

※2 昼間：８時～19 時 

   夜間：19 時～翌日８時 

 

【地盤の状況】 

 神奈川区羽沢町、三枚町から港北区師岡

町にかけての台地部や大倉山公園等の丘

陵地は、下末吉ローム層や鶴見層から構成

されています。鶴見川や鳥山川などの河川

周辺の平地・低地部は、沖積層から構成さ

れています。また、計画路線周辺の基盤は

更新世前期の上総層群となっています。こ

の内、計画路線が通過する区間の表層は、

そのほとんどが沖積層となっています。 

 予測地点における資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行に伴う振動は 39～53 デシベルと予測します。なお、

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による振動レベ

ルの寄与分（現況の振動に対する増加分）は１デシベル

以下となると予測します。 
                  （単位: デシベル） 

予測地点 現況値 

資 材 及 び 機 械

の 運 搬 に

用 い る 車 両

に よ る 寄 与 分

予測値 

No.１ 
(環状２号線) 

47 0.37≒0 47 

No.２ 
(環状２号線) 

53 0.46≒0 53 

No.３ 
(県道２号(東京丸

子横浜)) 

38 1.02≒1 39 

No.４ 
(県道２号(東京丸

子横浜)) 

49 0.91≒1 50 

No.５ 
(県道２号(東京丸

子横浜)) 

51 0.96≒1 52 

※ 時間区分 昼間（８時～19 時） 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両の点

検・整備による性能

維持】 

 適切な点検・整備

により資材及び機械

の運搬に用いる車両

の性能を維持するこ

とで、振動の発生を

抑制することができ

ます。 

 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの分散】 

 資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの更なる

分散化を行うことに

より、車両の集中に

よる局地的な振動の

発生を防止すること

ができます。 

 ただし、他の環境

への影響として、分

散させた道路への影

響が考えられます。 

 

 本事業では、資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に伴う振動を低減させるた

め、環境保全措置として「資材及び機械の

運搬に用いる車両の点検・整備による性能

維持」、「資材及び機械の運搬に用いる車

両及び運行ルートの分散」を実施します。

これらの措置は、他の大規模な公共事業等

の工事においても採用され、その効果が十

分期待できることから、本事業による影響

を事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避又は低減しているものと評価しま

す。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行に伴う振動の予測結果は 39～53 デシ

ベルであり、全ての地点において「振動規

制法施行規則」（昭和 51年 11月 10日 総

理府令第 58 号）による道路交通振動の限

度（要請限度）である 65 デシベル（昼間、

第１種区域）、70 デシベル（昼間、第２種

区域）を下回ります。したがって、基準又

は目標との整合が図られているものと評

価します。 

 なお、資材及び機械の運搬に用いる車両

の運行による振動レベルの寄与分（現況の

振動に対する増加分）は１デシベル以下で

あり、現況の道路交通振動を問題が生じる

レベルで引き上げるものではないと考え

ます。 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「「振動規制法施行規則」による道路交通

振動の限度（要請限度）」 

：65 デシベル以下（昼間、第１種区域）

 70 デシベル以下（昼間、第２種区域）

 

 予測手法は

科学的知見に

基づく予測式

であり、予測の

不確実性は小

さいと考えら

れること及び、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(12) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

大
気
環
境 

振
動 

振
動 

列車の走行 【振動の状況】 
 環境振動は昼間 39～40 デシベル、夜間 32

～37 デシベルとなっています。また、鉄道振

動は 44～57 デシベルとなっています。 

     （80％レンジの上端値（
10L ）、 

             単位：デシベル） 

調査地点 
環境振動 

昼間※ 夜間※ 

鉄道－１ 40 37 

鉄道－２ 39 32 
※ 時間区分：昼間：８時～19 時 

       夜間：19 時～翌日８時 

 

           （単位：デシベル） 

調査地点 
構造 

形式 

最 寄 

軌 道 中 心 

からの距離 

鉄道 

振動 

鉄道－３ 
(東急電鉄 

東横線) 
盛土 23.0ｍ 57 

鉄道－４ 
(東急電鉄 

東横線) 
高架 6.25ｍ 56 

鉄道－５ 
(東急電鉄 

東横線) 
高架 12.5ｍ 44 

鉄道－６ 
(東急電鉄 

東横線) 
高架 12.5ｍ 47 

鉄道－７ 
(東急電鉄 

東横線) 
高架 12.5ｍ 46 

鉄道－８ 
(東急電鉄 

東横線) 
高架 

計画路線 

から 6.25ｍ 
（現況線から

7.85ｍ） 

46 

鉄道－９※

(東急電鉄 

東横線) 

擁壁 

(掘割)

計画路線 

から 14.5ｍ 
（現況線から

9.3ｍ） 

52 

※ 鉄道－９地点の値は、振動レベルの大きい東急

電鉄東横線の値です。（引上げ線の振動レベルは

47 デシベルです。） 

 

【地盤の状況】 
 神奈川区羽沢町、三枚町から港北区師岡町

にかけての台地部や大倉山公園等の丘陵地

は、下末吉ローム層や鶴見層から構成されて

います。鶴見川や鳥山川などの河川周辺の平

地・低地部は、沖積層から構成されています。

また、計画路線周辺の基盤は更新世前期の上

総層群となっています。この内、計画路線が

通過する区間の表層は、そのほとんどが沖積

層となっています。 

【本事業における配慮事項】 

 本事業では、列車の走行による振動を低減させるため、

事前の配慮事項として「ロングレールの敷設」、「60kg/

ｍレールの採用」、「防振まくらぎの設置」を計画してい

ます。 

 

【予測結果】 

 予測地点における振動レベルは、41～53 デシベルと予

測します。 
                   （単位：デシベル）

予測地点 構造形式 振動レベル 

No.１ 
(三枚町) 

円形トンネル 

（複線） 
41 

No.２ 
(菊名) 

円形トンネル 

（複線） 
41 

No.３ 
(大曽根) 

円形トンネル 

（複線） 
41 

No.４ 
(綱島東) 

円形トンネル 

（単線並列） 
43 

No.５ 
(箕輪町) 

円形トンネル 

（単線並列） 
49 

No.６ 
(箕輪町) 

箱型トンネル 53 

No.７※1 
(箕輪町) 

高架橋２層 53 

No.８※2 
(箕輪町) 

高架橋２層 46 

No.９ 
(日吉駅付近) 

擁壁（掘割） 50 

※1 No.７(箕輪町)地点では、計画路線は高架橋２層内の擁壁（掘割）

を走行することになります。 

※2 No.８(箕輪町)地点の値は、相鉄・東横直通線の値です。 

   （現況に比べ軌道の位置が予測地点側に近づく東急電鉄東横線

の振動レベルは、49 デシベルになると予測します。） 

 

【ロングレールの敷

設】 

 レールの継ぎ目が

少なくなり、振動を

低減する効果があり

ます。 

 

【 60kg/ｍレールの

採用】 

 通常のレールより

重いレールを敷設す

ることにより、振動

を低減する効果があ

ります。 

 

【防振まくらぎの設

置】 

 防振まくらぎを設

置することにより、

振動を低減する効果

があります。 

 

【車両及び軌道の維

持管理の徹底】 

 レールの削正や車

輪の転削などにより

レール及び使用する

車両の適切な点検・

整備を行い、その性

能を維持すること

で、過度な振動の発

生を防止する効果が

あります。 

 本事業では、列車の走行に伴う振動を低

減させるため、事前の配慮事項として「ロ

ングレールの敷設」、「60kg/ｍレールの採

用」、「防振まくらぎの設置」を行う計画と

しています。また、更なる環境保全措置と

して、「車両及び軌道の維持管理の徹底」

を実施します。これらの措置は、他の鉄道

事業においても採用され、その効果が十分

期待できることから、本事業の影響を事業

者の実行可能な範囲内でできる限り回避

又は低減しているものと評価します。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、列車の走行に伴う振動の予測結果は

41～53 デシベルであり、全ての地点にお

いて「鉄道公害の防止対策について」（昭

和 49 年 横浜市公害対策審議会建議）に

おける保全目標値である 65 デシベルを下

回ります。したがって、基準又は目標との

整合が図られているものと評価します。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「「鉄道公害の防止対策について」におけ

る保全目標値」 

：0.5mm/sec 以下（約 65 デシベルに相当）

 列車の走行

に伴う振動の

予測について

は、類似の既設

線の測定結果

を基に予測式

を導出してい

ますが、類似の

既設線と本計

画路線との諸

条件の違いに

より不確実性

が生じると考

えられること

から、事後調査

を実施します。

 

【調査項目】 

・鉄道振動 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 予測地点に

おいて、「環境

保全上緊急を

要する新幹線

鉄道振動対策

について（勧

告）」（昭和 51

年 ３ 月 12 日

環大特第 32号）

により、振動の

状況を調査し

ます。 
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表 10-1(13) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

水
環
境 

水
質 

水
の
濁
り
、
水
の
汚
れ 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【浮遊物質量、水素イオン濃度、流量】 

 又口橋における鳥山川の浮遊物質量は

5.0mg/ 未満、水素イオン濃度は 8.0 とな

っています。また、流量は 0.17ｍ3/s とな

っています（それぞれ年平均）。 
調査 

項目 

調査 

地点 

調査結果 

浮遊 

物質量 

又口橋 

平均
5.0 

（mg/ ) 

最大
40.0 

（mg/ ) 

最小
＜1※ 

（mg/ ) 

水素 

イオン 

濃度 

平均 8.0 

最大 8.2 

最小 7.6 

流 量 

平均
0.17 

（ｍ3/s) 

最大
0.41 

（ｍ3/s) 

最小
0.04 

（ｍ3/s) 

※ 「＜」は未満を示します。 

 出典：「平成 20 年度神奈川県公共用水域及び 

     地下水の水質測定結果」 

     （平成 21 年 10 月 神奈川県環境 

                科学センター） 

    「横浜市公共用水域及び地下水の 

     水質測定結果報告書（平成 20 年度）」 

      （平成 22 年３月 横浜市環境創造局） 

 

 天屋二の橋付近における鳥山川の浮遊

物質量は１mg/ 未満、水素イオン濃度は

8.0～8.1 となっています。また、流量は

0.03～0.05ｍ3/s となっています。 

調査 

項目 

調査 

地点 

調査結果 

豊水期 渇水期 

浮遊 

物質量 

天 屋

二 の 橋

付 近

＜1※ 

(mg/ ) 

＜1※ 

(mg/ ) 

水素 

イオン 

濃度 

8.0 8.1 

流 量 
0.05 

(ｍ3/s) 

0.03 

(ｍ3/s) 
※ 「＜」は未満を示します。 

 出典：「相鉄・ＪＲ直通線 環境影響評価書」 

          （平成 21 年９月 横浜市） 

 

【本事業における配慮事項】 

 本事業では、工事排水の排出にあたり、掘削に伴う濁

水及びコンクリート打設によるアルカリ排水による影響

が考えられることから、必要に応じ処理施設を設け適切

に処理した上で、公共用水域（鳥山川）へ排出する計画

としています。 

 

・本事業における工事排水の処理計画 

 ＜浮遊物質量＞ 

 「横浜市生活環境の保全等に関する条例」に基づく工

事排水の規制基準（70mg/ ）以下に濁水処理をして排

出 

 ＜水素イオン濃度＞ 

 「横浜市 水と緑の基本計画」の全水域における一律

達成目標（6.5 以上 8.5 以下）に pH 調整を行い排出 

 

 

【予測結果】 

・工事の実施に伴う水の濁り（浮遊物質量） 

 工事の実施に伴う水の濁り（浮遊物質量）については、

2.4～3.2mg/ と予測します。 
                    （単位：mg/ ）

予測地点 時期 予測結果 

鳥山川 

（天屋二の橋付近） 

豊水期 2.4 

渇水期 3.2 

 

・工事の実施に伴う水の汚れ（水素イオン濃度） 

 工事の実施に伴う水の汚れ（水素イオン濃度）につい

ては、本事業では公共用水域（鳥山川）の流量の 2.0～

3.3％程度の工事排水を排出する計画となっていますが、

工事排水の水素イオン濃度を「横浜市水と緑の基本計画」

の全水域における一律達成目標の目標値内に調整した上

で排出することから、公共用水域（鳥山川）の水素イオ

ン濃度を著しく変化させるものではないと考えます。よ

って、工事の実施に伴う水の汚れの影響は小さいと予測

します。 

予測地点 時期 

公共用※ 

水域の 

流量 A 

(ｍ3/時)

工事 

排水量 B

(ｍ3/時)

工事排水 

の割合 

B/A×100 

(％) 

鳥山川 

（天屋二 

の橋付近） 

豊水期 180 
3.6 

2.0 

渇水期 108 3.3 

※ 鳥山川の流量（公共用水域の流量 A）は、現地調査結果を１時間

あたりの流量に換算した値です。 

【工事排水の適切な

処理】 

 処理施設により工

事排水を適切に処理

した上で排出するこ

とで、公共用水域へ

の影響を抑制するこ

とができます。 

 

【工事排水の常時監

視】 

 工事排水の水質を

常時監視し、処理状

況を常に確認するこ

とで、水質管理を徹

底することができま

す。 

 

【処理装置の点検・

整備による性能維

持】 

 処理装置を設置す

る場合は、適切な点

検・整備による性能

維持により、工事排

水の適正処理を徹底

することができま

す。 

 本事業では、工事の実施に伴う工事排水

について、浮遊物質量、水素イオン濃度を

適切に処理した上で公共用水域（鳥山川）

に排出する計画としています。また、更な

る環境保全措置として「工事排水の常時監

視」、処理施設を設置する場合は「処理装

置の点検・整備による性能維持」を行うこ

とで、工事排水の水質管理を徹底し、公共

用水域（鳥山川）への影響を極力少なくし

ます。以上のことから、本事業による影響

を事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避又は低減しているものと評価しま

す。 

 また、基準又は目標との整合の状況につ

いて、工事の実施に伴う浮遊物質量の予測

結果は 2.4～3.2mg/ であり、「横浜市水

と緑の基本計画」の「全水域における一律

目標値」である 25mg/ を下回ります。ま

た、水素イオン濃度については、工事排水

の水素イオン濃度を「横浜市水と緑の基本

計画」の全水域における一律達成目標の目

標値内に調整した上で排出することから、

公共用水域（鳥山川）の水素イオン濃度を

著しく変化させるものではないと考えま

す。したがって、基準又は目標との整合が

図られているものと評価します。 

 

 

【整合を図るべき基準又は目標】 

「「横浜市水と緑の基本計画（平成 18 年）」

による「全水域における一律目標値」」 

：浮遊物質量 

     ：25(mg/ )以下 

 水素イオン濃度［河川域］ 

     ：6.5 以上 8.5 以下 

 

 水の濁り、水

の汚れについ

ては、類似の工

事事例を基に

予測していま

すが、本計画と

の諸条件の違

いにより不確

実性が生じる

と考えられる

ことから、事後

調査を実施し

ます。 

 

【調査項目】 

・浮遊物質量 

・水素イオン 

 濃度 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 予測地点に

おいて、「水質

汚濁に係る環

境基準につい

て」（昭和 46

年、環境庁告示

第 59 号）に定

める方法によ

り、浮遊物質量

の状況及び水

素イオン濃度

の状況を調査

します。 
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表 10-1(14) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

水
環
境 

地
下
水
の
水
質
及
び
水
位 

地
下
水
の
水
位 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【地下水の状況】 

・地下水の水位 

 年間の水位変動幅は、地下水－１地点で

0.71ｍ、地下水－２地点で 0.53ｍ、地下

水－３地点で 0.94ｍ、地下水－４地点で

0.64ｍ、地下水－５地点で 0.23ｍ、地下

水－６地点で 0.65ｍ、地下水－７地点で

0.33ｍ、地下水－８地点で 0.31ｍとなっ

ています。 
           （単位：ｍ（T.P.）） 

調査地点 
年間 

最高値

年間 

最低値

年間 

変動幅 

地下水－１ 21.91 21.20 0.71 

地下水－２ -0.09 -0.62 0.53 

地下水－３ 5.53 4.59 0.94 

地下水－４ 4.15 3.51 0.64 

地下水－５ 4.33 4.10 0.23 

地下水－６ 3.48 2.83 0.65 

地下水－７ 4.63 4.30 0.33 

地下水－８ 3.04 2.73 0.31 

 

・地下水の流向 

 新横浜駅周辺（流向－１～流向－４）に

ついては、主要な帯水層である沖積層砂質

土（As）の地下水の流向は N285°、洪積

層砂質土（Ds）の地下水の流向は N0°で、

当該地域の北西側に存在する鶴見川に向

かい、計画路線と斜交する形で流れていま

す。また、上総層群砂質土（Ks）の地下水

の流向は N133°～N137°で、計画路線と

直行する形で南東方向に流れています。 

 新綱島駅周辺（流向－５～流向－６）に

ついては、主要な帯水層である沖積層砂質

土（As）の地下水の流向は N215°、上総

層群砂質土（Ks）の地下水の流向は N189°

で、当該地域の南側に存在する鶴見川に向

かい、計画路線とほぼ平行方向に流れてい

ます。 

 日吉工事区域周辺（流向－７）について

は、主要な帯水層である沖積層砂質土（As）

の地下水の流向は N149°で、北西に存在

する丘陵から南東に向う方向に、計画路線

に対しほぼ直行する形で流れています。 

・箱型トンネル区間 

 現地調査結果を踏まえ、掘削範囲内への地下水の浸水

のほか、土留壁が水みちを塞ぐことによる影響を考慮し

て検討した結果、構造物近傍での水位（水頭）変動量は、

No.１地点で-1.25～+0.27ｍ、No.２地点で-1.06～-0.76

ｍ、No.３地点で-0.74～+0.46ｍになると予測します。 

 この内、No.１地点及び No.３地点については、土留壁

による地下水流動の阻害によりダム効果が生じ、上流側

の地下水の水位（水頭）が上昇することとなります。た

だし、この水頭の変化は難透水層に挟まれた帯水層にお

ける変化であり、その変動量は地表には及ばないため、

地表が湿潤化することはないと考えます。 

 なお、これらの値は限られた範囲における地下水を断

面モデルで表した予測であり、帯水層の奥行きによる周

辺地域からの地下水の供給や構造物に対する回り込みな

どを考慮すると、当該地域の地下水の水位（水頭）の変

動量は、予測値より小さくなるものと考えます。 

予測地点 構造 

水位（水頭）変動量※

(ｍ) 備考 

上り線側 下り線側

No.１ 

（新横浜駅 

付近） 

箱型 

トンネル

（駅部）

-1.11 +0.26 
第一 

帯水層 

-1.25 +0.27 
第二 

帯水層 

No.２ 

（新綱島駅 

付近） 

箱型 

トンネル

（駅部）

-1.06 -0.76  

No.３ 

（日吉工事 

区域付近）

箱型 

トンネル
+0.46 -0.74  

※ 水位（水頭）変動量は構造物近傍（構造物から離れ 1.0ｍ）での

値 

 

・円形トンネル区間 

 円形トンネル区間については、トンネル掘削に地下水

の排水を伴わない密閉型シールド工法を採用し、さらに

切羽の安定の確認及び掘削力の調整等、入念な施工管理

を行うことから、地域全体における主要な地下水につい

て、水位の変動はほとんど生じないと予測します。 

 

【適切な構造及び工

法の検討・採用】 

 地域の状況に応じ

た適切な構造及び工

法を検討し、地下水

の水位に最大限配慮

した工事計画を採用

することで、地下水

の水位に対する影響

を可能な限り低減す

ることができます。 

 

【適切な施工管理】 

 地下水位、地盤の

変位の計測・監視に

より工事の影響を常

に把握しながら適切

な施工管理を行うと

ともに、状況に応じ

て柔軟に対応できる

作業体制を整え、必

要に応じて対策工法

を行うことで、地下

水の水位に対する影

響を可能な限り低減

することができま

す。 

 

 
・地下水の水位に配慮

した構造、施工管理に

ついて 

 本事業では、改変規

模が大きい新横浜駅、

新綱島駅部について

は、工事の実施に伴う

地下水の水位に対する

影響を低減するため

に、通常の土留壁に比

べ、高い止水性が確保

できる「鋼製連壁」を

採用する計画としてい

ます。また、掘削工事

の際には、土留壁の継

ぎ手部等の点検による

漏水の確認、漏水箇所

への止水処理を行い、

工事の実施に伴う地下

水に対する影響を低減

します。 

 工事の実施に伴い、箱型トンネル区間で

は No.１地点で-1.25～+0.27ｍ、No.２地

点で-1.06～-0.76ｍ、No.３地点で-0.74

～+0.46ｍの地下水の変動が生じると予測

されますが、地域の地盤状況に応じた構造

及び工法を検討し、地下水の水位に最大限

配慮した工事計画を採用するとともに、適

切な施工管理を実施することで、実行可能

な範囲内で変動量を低減できると考えま

す。 

 また、円形トンネル区間については、ト

ンネル掘削に地下水の排水を伴わない密

閉型シールド工法を採用し、さらに切羽の

安定の確認及び掘削力の調整等、入念な施

工管理を実施することから、地域全体にお

ける主要な地下水について、水位の変動は

ほとんど生じないと考えます。 

 本事業の実施により地下水の水位が変

動する可能性があることを考慮した上で、

影響の回避・低減のための適切な対応を十

分に検討し、これらの措置を講じること

で、地下水の水位に対し可能な限り配慮し

た工事を実施することができると考えま

す。 

 ただし、箱型トンネル区間については、

地質状況と施工方法が適合しなかった場

合に地下水の著しい変動が生じる可能性

が考えられるため、モニタリング調査によ

り地下水位の状況を把握するとともに、周

辺の井戸に枯渇等の影響が生じ、本事業と

の関連性が確認された際には、必要に応じ

て代償措置を講じるなどの対策を行なう

こととします。 

 以上のことから、本事業による影響を事

業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避又は低減しているものと評価します。 

 

 地下水の水

位については、

地質や地下水

位の状況並び

に予測条件と

した構造物の

透水性の設定

に不確実性が

生じることか

ら、事後調査を

実施します。 

 

【調査項目】 

・地下水の水位

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 地下水位観

測井を設置し、

水位計測器に

より地下水位

を計測します。
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表 10-1(15) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

水
環
境 

地
下
水
の
水
質
及
び
水
位 

地
下
水
の
水
位 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【帯水層の地質・水理の状況】 

 計画路線周辺には、下末吉台地と呼ばれ

る標高（T.P.）40～50ｍの台地と、鶴見川

低地と呼ばれる標高５～10ｍの低地が広

がっており、計画路線は羽沢駅周辺の台地

部及び大倉山公園等の丘陵地を除き、大部

分の区間が鶴見川低地に位置しています。 

 計画路線周辺の地質については、上総層

群を基盤とし、これを覆って、台地面では

相模層群（Dc、Ds）や関東ローム層（Lm）

が分布している一方、河川によって開析さ

れた谷底低地では埋没谷を伴い、軟弱な沖

積層粘性土（Ac）が厚く分布している他、

沖積層砂質土（As）が点在しています。な

お、計画路線周辺の上総層群は起伏に富ん

でおり、羽沢駅～東海道新幹線交差部間、

新横浜駅周辺、東急電鉄東横線大倉山駅周

辺、新綱島駅付近日吉側、日吉駅周辺では、

比較的浅部まで上総層群が分布していま

す。 

 当該区間の主要な帯水層については、羽

沢駅～新横浜駅周辺に広く分布している

上総層群砂質土（Ks）の他、ある程度の広

がりを持って点在する沖積層砂質土（As）、

相模層群砂質土（Ds）が挙げられます。ま

た、当該区間の上総層群は、その一部が泥

岩の中に不規則に砂を挟む砂泥互層とな

っており、砂優先の互層も存在していま

す。 

 

【地下水の利用状況等】 

・地下水の利用状況 

 神奈川区、保土ケ谷区、港北区における

地下水揚水の状況（「横浜市生活環境の保

全等に関する条例」（平成 14 年 12 月 25

日 横浜市条例第 58 号）における地下水

採取の規制対象となっている井戸による

揚水）について、平成 20 年度の揚水量は、

神奈川区で 311ｍ3/日、保土ケ谷区で 135

ｍ3/日、港北区で 596ｍ3/日となっていま

す。 

 

・湧水の状況 

 計画路線周辺には、横浜市水環境計画に

基づき湧水量等の調査が行われている湧

水（湧水量が概ね毎分 20 以上あるとさ

れている 40 地点）が１箇所存在しており、

平成 14 年度の測定結果は、湧水量 83.4 

/分となっています。 
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表 10-1(16) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

水
環
境 

地
下
水
の
水
質
及
び
水
位 

地
下
水
の
水
位 

鉄道施設（地

下式）の存在

【地下水の状況】 

 「地下水の状況」の調査結果の概要は「水

環境 地下水の水質及び水位 地下水の

水位（切土工等、トンネル工事又は既存の

工作物の除去）」に示すとおりです。 
 

【帯水層の地質・水理の状況】 

 「帯水層の地質・水理の状況」の調査結

果の概要は「水環境 地下水の水質及び水

位 地下水の水位（切土工等、トンネル工

事又は既存の工作物の除去）」に示すとお

りです。 
 

【地下水の利用状況等】 

 「地下水の利用状況等」の調査結果の概

要は「水環境 地下水の水質及び水位 地

下水の水位（切土工等、トンネル工事又は

既存の工作物の除去）」に示すとおりです。 
 

 

・箱型トンネル区間 

 現地調査結果を踏まえ、トンネル内への地下水の染み

出しのほか、トンネルが水みちを塞ぐことによる影響を

考慮して検討した結果、構造物近傍での水位（水頭）変

動量は、No.１地点で-2.13～+0.69ｍ、No.２地点で-0.80

～-0.49ｍ、No.３地点で-0.69～+0.58ｍになると予測し

ます。 

 この内、No.１地点及び No.３地点については、トンネ

ルによる地下水流動の阻害によりダム効果が生じ、上流

側の地下水の水位（水頭）が上昇することとなります。

ただし、この水頭の変化は難透水層に挟まれた帯水層に

おける変化であり、その変動量は地表には及ばないため、

地表が湿潤化することはないと考えます。 

 なお、これらの値は限られた範囲における地下水を断

面モデルで表した予測であり、帯水層の奥行きによる周

辺地域からの地下水の供給や構造物に対する回り込みな

どを考慮すると、当該地域の地下水の水位（水頭）の変

動量は、予測値より小さくなるものと考えます。 

予測地点 構造 

水位（水頭）変動量※

(ｍ) 備考 

上り線側 下り線側

No.１ 

（新横浜駅 

付近） 

箱型 

トンネル

（駅部）

-2.13 +0.59 
第一 

帯水層 

-2.13 +0.69 
第二 

帯水層 

No.２ 

（新綱島駅 

付近） 

箱型 

トンネル

（駅部）

-0.80 -0.49  

No.３ 

（日吉工事 

区域付近）

箱型 

トンネル
+0.58 -0.69  

※ 水位（水頭）変動量は構造物近傍（構造物から離れ 1.0ｍ）での

値 

 

・円形トンネル区間 

 円形トンネル区間については、その縦断線形から、構

造物と主要な帯水層との重なりは一部であるため、当該

地域における主要な帯水層の広がりを大きく阻害するも

のではないと考えます。また、トンネルの構築に際し必

要に応じて止水対策等を行うため、トンネル内への地下

水の漏水は抑制できると考えます。したがって、地域全

体における主要な地下水に著しい影響は生じないと予測

します。 

【 止 水 対 策の実施

（防水シート・止水

板の設置、止水性の

高い土留壁の採用

等）】 

 防水シートや止水

板の設置、止水性の

高い土留壁の採用等

の止水対策を実施す

ることで、地下水の

水位に対する影響を

可能な限り低減する

ことができます。 

 

 鉄道施設の存在により、箱型トンネル区

間では No.１地点で-2.13～+0.69ｍ、No.

２地点で-0.80～-0.49ｍ、No.３地点で

-0.69～+0.58ｍの地下水の変動が生じる

と予測されますが、防水シートや止水板の

設置、止水性の高い土留壁の採用等の止水

対策を実施することで、実行可能な範囲内

で変動量を低減できると考えます。 

 また、円形トンネル区間については、構

造物と主要な帯水層との重なりは一部で

あり、当該地域における主要な帯水層の広

がりを大きく阻害するものではないこと、

トンネルの構築に際し必要に応じて止水

対策等を行うことから、地域全体における

主要な地下水に著しい影響は生じないと

考えます。 

 本事業の実施により地下水の水位が変

動する可能性があることを考慮した上で、

影響の回避・低減のための適切な止水対策

等を十分に検討し、環境保全措置として講

じることで、地下水の水位に対し可能な限

り配慮した事業を実施することができる

と考えます。なお、これらの措置は、他の

大規模な公共事業等の地下工事において

も採用され、その効果が十分期待できま

す。 

 ただし、箱型トンネル区間については、

地質状況と施工方法が適合しなかった場

合に地下水の著しい変動が生じる可能性

が考えられるため、モニタリング調査によ

り地下水位の状況を把握するとともに、周

辺の井戸に枯渇等の影響が生じ、本事業と

の関連性が確認された際には、必要に応じ

て代償措置を講じるなどの対策を行なう

こととします。 

 以上のことから、本事業による影響を事

業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避又は低減しているものと評価します。 

 

 地下水の水

位については、

地質や地下水

位の状況並び

に予測条件と

した構造物の

透水性の設定

に不確実性が

生じることか

ら、事後調査を

実施します。 

 

【調査項目】 

・地下水の水位

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 地下水位観

測井を設置し、

水位計測器に

より地下水位

を計測します。
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表 10-1(17) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

水
環
境 

水
象 

河
川
の
形
態
、
流
量 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【流量】 

 「流量」の調査結果の概要は「水環境 水

質 水の濁り、水の汚れ（切土工等、トン

ネル工事又は既存の工作物の除去）」に示

すとおりです。 

 

 本事業では公共用水域（鳥山川）へ 3.6ｍ3/時の排水

を排出しますが、その割合は公共用水域（鳥山川）の流

量の 2.0～3.3％程度と小さいことから、工事の実施に伴

う河川の形態・流量への影響は極めて小さいと予測しま

す。 

 なお、工事排水の排出にあたっては、河川管理者と協

議を行った上で排出方法を計画し、公共用水域（鳥山川）

に問題が生じるような負荷を与えないよう配慮します。

予測地点 時期 

公共用※ 

水域の 

流量 A 

(ｍ3/時)

工事 

排水量 B

(ｍ3/時)

工事排水 

の割合 

B/A×100 

(％) 

鳥山川 

（天屋二 

の橋付近） 

豊水期 180 
3.6 

2.0 

渇水期 108 3.3 

※ 鳥山川の流量（公共用水域の流量 A）は、現地調査結果を１時間

あたりの流量に換算した値です。 

 本事業では、公共

用水域（鳥山川）の

流量に対する工事排

水の割合が少なく、

工事の実施に伴う河

川の形態・流量への

影響は極めて小さい

と考えます。 

 したがって、環境

保全措置は講じない

ものとします。 

 本事業では、工事排水の排出について、

公共用水域（鳥山川）の流量に対する工事

排水の割合が少なく、工事の実施に伴う河

川の形態・流量への影響は極めて小さいと

考えます。また、工事排水の排出にあたっ

ては、河川管理者と協議を行った上で排出

方法を計画し、公共用水域（鳥山川）に問

題が生じるような負荷を与えないよう配

慮します。 

 したがって、本事業による影響を事業者

の実行可能な範囲内でできる限り回避又

は低減しているものと評価します。 

 河川の形態、

流量について

は、類似の工事

事例を基に予

測しています

が、本計画との

諸条件の違い

により不確実

性が生じると

考えられるこ

とから、事後調

査を実施しま

す。 

 

【調査項目】 

・排水量 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 「水質調査方

法」（昭和 46

年、環境庁水質

保全局）に定め

る方法により、

工事排水の排

水状況を確認

します。 
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表 10-1(18) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

土
壌
に
係
る
環
境
そ
の
他
の
環
境 

地
盤 

地
盤
沈
下 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【地下水の状況】 

 「地下水の状況」の調査結果の概要は「水

環境 地下水の水質及び水位 地下水の

水位（切土工等、トンネル工事又は既存の

工作物の除去）」に示すとおりです。 
 

【帯水層の地質・水理の状況】 

 「帯水層の地質・水理の状況」の調査結

果の概要は「水環境 地下水の水質及び水

位 地下水の水位（切土工等、トンネル工

事又は既存の工作物の除去）」に示すとお

りです。 

 

【地盤の状況】 

・地盤の変動状況 

 「横浜市地盤沈下調査報告書（横浜市環

境創造局）」によると、新横浜駅周辺では、

昭和 58 年頃に建設工事等の地下掘削に伴

い大量に地下水が排除されたため著しい

地盤沈下が生じていました。しかし、近年

については、過去５年間の測定結果による

と、新横浜駅西側で沈下傾向にあるもの

の、計画路線のごく近傍における地盤の状

況は緩やかな沈下から横ばい状態であり、

概ね沈静化しています。 

 

・軟弱地盤の状況 

 計画路線周辺の地質については、上総層

群を基盤とし、これを覆って、台地面では

相模層群（Dc、Ds）や関東ローム層（Lm）

が分布している一方、河川によって開析さ

れた谷底低地では埋没谷を伴い、軟弱な沖

積層粘性土（Ac）が厚く分布している他、

沖積層砂質土（As）が点在しています。 

 この内、鳥山川交差部～ＪＲ横浜線交差

部間、新横浜歩道橋周辺、鶴見川周辺、長

福寺交差点綱島側～南日吉団地入口交差

点周辺間については、軟弱な沖積層粘性土

（Ac）が特に厚く分布しており、その厚さ

は約 20ｍ～約 30ｍ程度となっています。 

 地下水位の低下に伴う地盤の圧密沈下は、地下工事や過剰な
揚水等に伴う地下水位の低下によって圧密対象層（軟弱粘性土
層）の間隙水が搾り出され、圧密対象層が収縮することにより
生じます。 
 本事業における工事の実施による地下水位の低下に伴う地
盤への影響は、以下に示すように予測します。 
 
・箱型トンネル区間 

  地下水位の低下に伴い圧密対象層内の圧密圧力が変化す
ることになりますが、水位低下後の圧密圧力は全ての地点に
おいて圧密降伏応力を下回ります。 
よって、当該区域の地盤は過圧密状態（過去において、現

在生じている圧力を超える力を受けたことがある状態）にあ
り、一般に地盤沈下が生じにくい状態となっていますが、水
位低下後においても過去に生じた最大圧力（圧密降伏応力）
を超えるような圧力は生じず、過圧密状態は保たれると考え
ます。 
なお、理論計算式により算出された地盤沈下量は、No.1

（新横浜駅付近）で 1.8cm、No.2（新綱島駅付近）で 3.6cm、
No.3（日吉工事区域付近）で 1.5cm となります。ただし、予
測条件とした地下水の水位低下量は、限られた範囲における
地下水を断面モデルで表した予測であり、帯水層の奥行きに
よる周辺地域からの地下水の供給や構造物に対する回り込
みなどを考慮すると、当該地域の地下水位の変動量はさらに
小さくなるものと考えられるため、地盤沈下量も小さくなる
ものと考えます。 

 
・円形トンネル区間 

  円形トンネル区間については、トンネル掘削に地下水の排
水を伴わない密閉型シールド工法を採用し、さらに切羽の安
定の確認及び掘削力の調整等、入念な施工管理を行うことか
ら、地域全体における主要な地下水について、水位の変動は
ほとんど生じないと予測します。したがって、地下水位の低
下による地盤沈下は生じないと考えます。また、掘削時にお
ける地表面への影響についても、切羽の安定の確認、掘削力
や掘削速度の調整など、地表面の状況を確認しながらシール
ドマシンを適切に管理・調整し、掘進するため、周辺住居等
に影響を与えるような地表面の変動を防止できると考えま
す。 

 
 なお、事業の実施にあたっては「水環境 地下水の水質及び
水位 地下水の水位」に示すように、地盤沈下の要因となる地
下水の水位に対する影響をできる限り回避又は低減すること
を目的として、改変規模が大きい新横浜駅、新綱島駅部では、
高い止水性が確保できる「鋼製連壁」を採用し、掘削工事時に
は土留壁の継ぎ手部等の点検、漏水箇所への止水処理を行うな
ど、地域の状況に応じた適切な構造・工法を検討し、地下水の
水位及び地盤に最大限配慮した工事計画を採用していくこと
とします。 
 さらに、工事着手前から計画路線の全線に渡り地下水位や地
盤の変位を計測・監視し、工事の影響を常に把握しながら適切
な施工管理を行うとともに、状況に応じて適切且つ速やかな対
応を行うための作業体制を整え、必要に応じて地盤改良などの
対策工法を行います。また、地下水位や地盤の変位の計測・監
視による計測値から、影響が想定以上になることが予想された
場合に、水みちの確保などの更なる追加対策を講じることがで
きるよう、柔軟な対応を可能とする工事計画を検討します。 
 これらのことから、地下水位の低下による地盤への影響は小
さいと考えられ、地盤沈下により周辺住居等に著しい影響を与
えることはないと予測します。 

 事業の実施にあたっ

ては、地盤沈下の要因

となる地下水の水位に

対する影響をできる限

り回避又は低減するこ

とを目的として、地域

の状況に応じた適切な

構造・工法を検討し、

地下水の水位及び地盤

に最大限配慮した工事

計画を採用するととも

に、防水シート等の止

水対策を実施し、トン

ネル内へ地下水を浸透

させないよう十分な止

水性を確保した構造物

を構築することとしま

す。 

 さらに、工事着手前

から計画路線の全線に

渡り地下水位や地盤の

変位を計測・監視し、

工事の影響を常に把握

しながら適切な施工管

理を行うとともに、状

況に応じて適切且つ速

やかな対応を行うため

の作業体制を整え、必

要に応じて地盤改良な

どの対策工法を行いま

す。また、地下水位や

地盤の変位の計測・監

視による計測値から、

影響が想定以上になる

ことが予想された場合

に、水みちの確保など

の更なる追加対策を講

じることができるよ

う、柔軟な対応を可能

とする工事計画を検討

します。 

 なお、鉄道施設の供

用にあたっては、鉄道

利用の安全性確保の観

点からも、構造物のひ

び割れ、継ぎ目の状況、

漏水などについて点検

を行うとともに、必要

に応じて補修を行うな

ど、構造物の適切な維

持管理を行います。 

 工事の実施に伴い、箱型トンネル区間で

は地下水の低下に伴う地盤沈下が生じる

可能性は考えられるものの、地盤沈下の要

因となる地下水の水位に対する影響をで

きる限り回避又は低減することを目的と

して、改変規模が大きい新横浜駅、新綱島

駅部では、高い止水性が確保できる「鋼製

連壁」を採用し、掘削工事時には土留壁の

継ぎ手部等の点検、漏水箇所への止水処理

を行うなど、地域の状況に応じた適切な構

造・工法を検討し、地下水の水位及び地盤

に最大限配慮した工事計画を採用するこ

と、また、地下水の水位や地盤の変位の計

測・監視により工事の影響を常に把握し、

状況に応じて適切且つ速やかな対応を行

うための作業体制を整えた上で、適切な施

工管理を行うこと、影響が想定以上になる

ことが予想された場合に、水みちの確保な

どの更なる追加対策を講じることができ

るよう、柔軟な対応を可能とする工事計画

を検討することから、地盤沈下により周辺

住居等に著しい影響を与えることはない

と考えます。 

 本事業の実施により地下水位の低下や

地盤沈下が生じる可能性があることを考

慮した上で、影響の回避・低減のための適

切な対応を十分に検討し、講じることで、

地盤沈下による周辺住居等への影響を生

じさせることなく事業を実施することが

できると考えられることから、本事業によ

る影響を事業者の実行可能な範囲内でで

きる限り回避又は低減しているものと評

価します。 

 

 地盤沈下に

ついては、地質

や地下水位の

状況によって

予測の不確実

性が生じるこ

とから、事後調

査を実施しま

す。 

 

【調査項目】 

・地盤変動量 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 観測鋲を設

置し、水準測量

により地盤の

変位を計測し

ます。 
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表 10-1(19) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

土
壌
に
係
る
環
境
そ
の
他
の
環
境 

地
盤 

地
盤
沈
下 

鉄道施設（地

下式）の存在

【地下水の状況】 

 「地下水の状況」の調査結果の概要は「水

環境 地下水の水質及び水位 地下水の

水位（切土工等、トンネル工事又は既存の

工作物の除去）」に示すとおりです。 
 

【帯水層の地質・水理の状況】 

 「帯水層の地質・水理の状況」の調査結

果の概要は「水環境 地下水の水質及び水

位 地下水の水位（切土工等、トンネル工

事又は既存の工作物の除去）」に示すとお

りです。 

 

【地盤の状況】 

 「地盤の状況」の調査結果の概要は「土

壌に係る環境その他の環境 地盤 地盤

沈下（切土工等、トンネル工事又は既存の

工作物の除去）」に示すとおりです。 
 

なお、事業の実施にあたっては「水環境 

地下水の水質及び水位 地下水の水位」に

示すように、地盤沈下の要因となる地下水

の水位に対する影響をできる限り回避又

は低減することを目的として、防水シート

等の止水対策を実施し、トンネル内へ地下

水を浸透させないよう十分な止水性を確

保した構造物を構築することとします。ま

た、必要に応じて地盤改良や水みちの確保

などの対策工法を行うなど、地下水の水位

及び地盤に最大限配慮した計画を採用し

ます。 

・箱型トンネル区間 

  地下水位の低下に伴い圧密対象層内の圧密圧力が変

化することになりますが、水位低下後の圧密圧力は全

ての地点において圧密降伏応力を下回ります。 

よって、当該区域の地盤は、工事中と同様に、水位

低下後においても過去に生じた最大圧力（圧密降伏応

力）を超えるような圧力は生じず、過圧密状態は保た

れると考えます。 

なお、理論計算式により算出された地盤沈下量は、

No.1（新横浜駅付近）で 3.0cm、No.2（新綱島駅付近）

で 2.7cm、No.3（日吉工事区域付近）で 1.4cm となり

ます。ただし、予測条件とした地下水の水位低下量は、

限られた範囲における地下水を断面モデルで表した

予測であり、帯水層の奥行きによる周辺地域からの地

下水の供給や構造物に対する回り込みなどを考慮す

ると、当該地域の地下水位の変動量はさらに小さくな

るものと考えられるため、地盤沈下量も小さくなるも

のと考えます。 

 

・円形トンネル区間 

  円形トンネルの計画範囲の地層は、そのほとんどが

固く水を通しにくい上総層群の泥岩、もしくは上総層

群泥岩に挟まれた砂層であり、トンネルより浅い位置

に分布している圧密対象層に対し、地下水の低下に伴

う圧密沈下を引き起こすような地質状況ではありませ

ん。また、その縦断線形から、構造物と主要な帯水層

との重なりは一部であるため、当該地域における主要

な帯水層の広がりを大きく阻害するものではないと考

えます。さらに、トンネルの構築に際し必要に応じて

止水対策等を行うことで、トンネル内への地下水の漏

水を抑制できることから、地域全体の主要な地下水に

著しい影響は生じないと予測します。したがって、地

下水位の低下に伴う地盤沈下は生じないと考えます。

 

 なお、事業の実施にあたっては「水環境 地下水の水

質及び水位 地下水の水位」に示すように、地盤沈下の

要因となる地下水の水位に対する影響をできる限り回避

又は低減することを目的として、防水シート等の止水対

策を実施し、トンネル内へ地下水を浸透させないよう十

分な止水性を確保した構造物を構築することとします。

また、必要に応じて地盤改良や水みちの確保などの対策

工法を行うなど、地下水の水位及び地盤に最大限配慮し

た計画を採用します。 

 さらに、鉄道施設の供用にあたっては、鉄道利用の安

全性確保の観点からも、構造物のひび割れ、継ぎ目の状

況、漏水などについて点検を行うとともに、必要に応じ

て補修を行うなど、構造物の適切な維持管理を行います。

これらのことから、地下水位の低下による地盤への影響

は小さいと考えられ、地盤沈下により周辺住居等に著し

い影響を与えることはないと予測します。 

 事業の実施にあたっ

ては、地盤沈下の要因

となる地下水の水位に

対する影響をできる限

り回避又は低減するこ

とを目的として、地域

の状況に応じた適切な

構造・工法を検討し、

地下水の水位及び地盤

に最大限配慮した工事

計画を採用するととも

に、防水シート等の止

水対策を実施し、トン

ネル内へ地下水を浸透

させないよう十分な止

水性を確保した構造物

を構築することとしま

す。 

 さらに、工事着手前

から計画路線の全線に

渡り地下水位や地盤の

変位を計測・監視し、

工事の影響を常に把握

しながら適切な施工管

理を行うとともに、状

況に応じて適切且つ速

やかな対応を行うため

の作業体制を整え、必

要に応じて地盤改良な

どの対策工法を行いま

す。また、地下水位や

地盤の変位の計測・監

視による計測値から、

影響が想定以上になる

ことが予想された場合

に、水みちの確保など

の更なる追加対策を講

じることができるよ

う、柔軟な対応を可能

とする工事計画を検討

します。 

 なお、鉄道施設の供

用にあたっては、鉄道

利用の安全性確保の観

点からも、構造物のひ

び割れ、継ぎ目の状況、

漏水などについて点検

を行うとともに、必要

に応じて補修を行うな

ど、構造物の適切な維

持管理を行います。 

 鉄道施設の存在により、箱型トンネル区

間では地下水の低下に伴う地盤沈下が生

じる可能性は考えられるものの、地盤沈下

の要因となる地下水の水位に対する影響

をできる限り回避又は低減することを目

的として、止水対策を実施し、トンネル内

へ地下水を浸透させないよう十分な止水

性を確保した構造物を構築すること、ま

た、必要に応じて地盤改良や水みちの確保

などの対策工法を行うなど、地下水の水位

及び地盤に最大限配慮した計画を採用す

ること、さらに、鉄道施設の供用にあたっ

ては、構造物の点検・補修などの適切な維

持管理を行うことから、地盤沈下により周

辺住居等に著しい影響を与えることはな

いと考えます。 

 本事業の実施により地下水位の低下や

地盤沈下が生じる可能性があることを考

慮した上で、影響の回避・低減のための適

切な対応を十分に検討し、講じることで、

地盤沈下による周辺住居等への影響を生

じさせることなく事業を実施することが

できると考えられることから、本事業によ

る影響を事業者の実行可能な範囲内でで

きる限り回避又は低減しているものと評

価します。 

 地盤沈下に

ついては、地質

や地下水位の

状況によって

予測の不確実

性が生じるこ

とから、事後調

査を実施しま

す。 

 

【調査項目】 

・地盤変動量 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 観測鋲を設

置し、水準測量

により地盤の

変位を計測し

ます。 
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表 10-1(20) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

景
観 

景
観 

主
要
な
眺
望
点
及
び
景
観
資
源
並
び
に
主
要
な
眺
望
景
観 

鉄道施設（地

表式又は掘

割式）の存在

【主要な眺望景観の状況】 

・計画路線周辺の景観資源等 

 計画路線周辺の景観資源としては、「歴

史を生かしたまちづくり要綱」（昭和 63

年４月１日 横浜市都市計画局）に基づ

き、「横浜市認定歴史的建造物」に指定さ

れている「中澤高枝邸」が挙げられます。 

また、「都市計画法」（昭和 43 年６月 15

日 法律第 100 号）に基づく風致地区とし

て、計画路線周辺には「日吉風致地区」及

び「峰沢・常盤台風致地区」が存在します。 

さらに、「都市緑地法」（昭和 48 年９月１

日 法律第 72 号）に定める特別緑地保全

地区として、「大倉山緑地保全地区」、「獅

子ケ谷・師岡緑地保全地区」、「大曽根台緑

地保全地区」、「日吉緑地保全地区」、「小

机城址特別緑地保全地区」、「熊野神社特

別緑地保全地区」が存在します。 

 なお、「第３回自然環境保全基礎調査」

（平成元年 環境庁）によると、計画路線

周辺では、海成段丘である下末吉台地が自

然景観資源として挙げられていますが、計

画路線の計画区域は、開発による市街化が

進んだ区域となっています。 

 

・主要な眺望景観の状況 

 計画路線周辺の主要な眺望地点及び眺

望景観の状況について、景観－１地点につ

いては既に市街化された地域であり、現況

の景観要素の一つとして鉄道施設が含ま

れ、既に連続的な都市施設による都市景観

が形成されています。また、その他の景観

要素として、調査地点の周辺にはアパー

ト、戸建て住宅、マンション等の住居施設

が存在しています。 
調査地点 眺望地点の状況 

景観－１ 

 眺望地点は、日吉駅付近に

おける東急電鉄東横線の北側

の側道です。 

 周辺には東急電鉄東横線の

高架橋とその沿線に主に住居

施設が存在し、日吉駅までの

アクセスなどの日常生活で利

用されている状況です。 
 

 当該地域は既に市街化された地域であり、現況の眺望

景観の状況と計画内容から、本事業の鉄道施設の存在に

伴う眺望景観の変化の程度は小さいと予測します。 

地 点 予測結果（眺望状況の変化） 

景観－１ 

 本事業の実施により新たな高架橋（２層）

構造物、防音壁が設置されるため、眺望景観

に変化が生じますが、当該地域は高架構造の

鉄道が整備されており、既に連続的な都市施

設による都市景観が形成されていること、ま

た、設置される構造物の高さは現況の高架橋

と同程度であり、当該地域の景観要素を大き

く変化させるものではないことから、眺望景

観の変化の程度は小さいと予測します。 
 

【色彩等の配慮】 

 構造物の色彩、形

状に配慮すること

で、周辺の眺望景観

との調和を図ること

ができます。 

 本事業の実施により新たな高架橋（２

層）構造物、防音壁が設置されるため、眺

望景観に変化が生じますが、当該地域では

既に高架構造の鉄道による都市景観が形

成されていること、また、設置される構造

物の高さは現況の高架橋と同程度であり、

当該地域の景観要素を大きく変化させる

ものではないことから、眺望景観の変化の

程度は小さいと予測します。 

 また、環境保全措置として「色彩等に配

慮した計画の検討」を実施することとして

おり、適切な検討を行うことで、新たな鉄

道施設と周辺の眺望景観との調和を図る

ことができると考えます。 

 以上のことから、本事業による影響を事

業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避又は低減しているものと評価します。 

 

 景観につい

ては、事業実施

による景観の

変化を把握で

きるフォトモ

ンタージュの

作成により予

測を行ってお

り、この手法は

従来から多く

の実績のある

予測手法で不

確実性は小さ

いと考えられ

ること、また、

周辺に及ぼす

影響が小さい

ことから、事後

調査は実施し

ないものとし

ます。 
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表 10-1(21) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

廃
棄
物
等 

廃
棄
物
等 

建
設
工
事
に
伴
う
副
産
物 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

  主な建設廃棄物として、円形トンネル部の掘削工事に

伴い建設汚泥が、既設構造物や舗装の撤去に伴いコンク

リート塊及びアスファルト・コンクリート塊がそれぞれ

発生します。また、少量ですが、建設工事に伴い建設発

生木材等が発生します。 

 建設発生土については、主に駅部等の箱型トンネル部

や、擁壁（掘割）部の掘削工事に伴い発生します。 

主な副産物の種類 発 生 量 

建設 

廃棄物 

建設汚泥 約 690,000ｍ3

コンクリート塊 約 10,000ｍ3

アスファルト・ 

コンクリート塊 
約 2,000ｍ3

建設発生土 約 510,000ｍ3

 

 

【分別・リサイクル

の徹底】 

 建設廃棄物につい

て、場内の分別、リ

サイクルの徹底を図

ることで、最終処分

量を最小限に留める

ことができます。 

 

【再利用の徹底】 

 建設発生土につい

て、事業内での再利

用に努めることで、

事業外への土砂の搬

出量を最小限に留め

ることができます。

なお、事業外に搬出

する建設発生土につ

いても、原則として

再利用する方向で検

討を進め、有効利用

を図ります。 

 

 

 なお、本事業では、

工事の実施に伴い発

生する副産物につい

て、以下に示す数値

を目標として、可能

な限り減量化、再資

源化等を図ります。 
 
＜本事業における減量化、

 再資源化等の目標＞ 

建設汚泥： 

 85％ 

 （再資源化・縮減率）

コンクリート塊： 

 98％以上 

 （再資源化率） 

アスファルト・コンク

リート塊： 

 98％以上 

 （再資源化率） 

建設発生土： 

 100％（再利用率） 
 

 工事の実施により、主に建設汚泥、コン

クリート塊、アスファルト・コンクリート

塊といった建設廃棄物や、建設発生土が発

生します。 

 このうち、建設発生土については箱型ト

ンネル工事の埋戻し材等として事業内再

利用に努めるほか、可能な限り他の公共事

業等での再利用を図ります。その他の建設

廃棄物についても、実行可能な範囲内で再

利用・再資源化等を行うことで、最終処分

量の低減を図ります。 

 また、建設汚泥については、事業内再利

用に努めるとともに、事業外に搬出する場

合においても、原則として再利用する方向

で検討を進め、有効利用を図ります。 

なお、再利用できない建設廃棄物について

は、横浜市等の許可を受けている業者（中

間処理）に委託し、マニフェスト制度に従

って適切な処理を行います。 

 以上のことから、副産物の発生量は事業

者の実行可能な範囲内でできる限り低減

しており、また、適切な処理・処分が行わ

れるものと評価します。 

 建設工事に

伴う副産物に

ついては、工事

計画の状況に

よって予測の

不確実性が生

じることから、

事後調査を実

施します。 

 

【調査項目】 

・廃棄物の種類

 及び量、発生

 土の量 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 工事関係資

料の整理によ

り、廃棄物の種

類及び量、発生

土の量を確認

します。 
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表 10-1(22) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

廃
棄
物
等 

廃
棄
物
等 

駅
舎
の
供
用
に
伴
う
一
般
廃
棄
物
、
駅
舎
の
供
用
に
伴
う
産
業
廃
棄
物 

施設の供用

（駅舎の供

用） 

  施設の供用により発生する廃棄物の概算発生量は、以

下に示すとおりです。 
 

対象駅 一般廃棄物 産業廃棄物 

羽沢駅 約 26ｔ/年 約 6ｔ/年 

新横浜駅 約 54ｔ/年 約 6ｔ/年 

新綱島駅 約 45ｔ/年 約 5ｔ/年 

合計 約 125ｔ/年 約 17ｔ/年 
 ※ 廃棄物の種類は、以下のとおりです。 

    一般廃棄物：古紙含む燃えるゴミ等 

    産業廃棄物：ペットボトル、空き缶等 

 

【分別・リサイクル

の徹底】 

 分別回収施設の設

置や利用者への周知

を行い、駅構内で発

生するゴミの分別・

リサイクルの徹底を

図ることで、最終処

分量を最小限に留め

ることができます。 

 

【処理・処分の円滑

化】 

 廃棄物保管場所の

適切な設置による廃

棄物の処理・処分の

円滑化を図ること

で、分別・リサイク

ルや適正処理を徹底

することができま

す。 

 

 
※本事業では、施設の

供用に伴う廃棄物に

ついて、一般廃棄物

と産業廃棄物に分別

し、それぞれ再資源

化や適正な処理を行

います。一般廃棄物

については横浜市の

許可業者を通じて横

浜市のごみ処理施設

へ搬入し、また、産

業廃棄物については

許可 業者 に委 託 し

て、それぞれ再資源

化を図る計画です。

なお、再利用が困難

な場合は「廃棄物の

処理及び清掃に関す

る法律」に基づき、

適正な処理を行いま

す。 

 

 駅舎の供用により発生する廃棄物につ

いては、分別及びリサイクルの実施を徹底

することにより、可能な限り再利用に努

め、最終処分量の低減を図ります。 

 また、再利用が困難な場合は「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」に基づき適正

な処理を行います。 

 以上のことから、廃棄物は事業者の実行

可能な範囲内でできる限り再利用され、ま

た、適切な処理・処分が行われるものと評

価します。 

 駅舎の供用

に伴う一般廃

棄物、産業廃棄

物については、

事業計画等の

状況によって

予測の不確実

性が生じるこ

とから、事後調

査を実施しま

す。 

 

【調査項目】 

・廃棄物の種類

 及び量 

・環境保全措置

 実施状況 

 

【調査手法】 

 関係資料の

整理により、廃

棄物の種類及

び量を確認し

ます。 
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表 10-1(23) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

地
域
社
会 

地
域
社
会 

交
通
混
雑 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【生活道路の状況】 

・主要道路の状況 

 計画路線周辺の主要道路は、国道 466

号（第三京浜道路）、県道２号（東京丸子

横浜）、県道 12 号（横浜上麻生）、県道 13

号（横浜生田）や、横浜市市道となる環状

２号線、鶴見駅三ツ沢線などが存在しま

す。 

 これらの主要道路のうち、本事業では環

状２号線、県道２号（東京丸子横浜）、を

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

ルートとする計画としています。 

 

・自動者交通量 

 交差点流入交通量について、交通量－２

（新横浜駅入口交差点）地点及び交通量－

３（大豆戸交差点）地点が多く約 62,000

～68,000（台／日）となっており、交通量

－４（樽町交差点）地点、交通量－５（綱

島交差点）地点、交通量－６（北綱島交差

点）地点では約 34,000～38,000（台／日）

となっています。 

 ピーク時における交差点流入交通量の

傾向も同様に、交通量－２（新横浜駅入口

交差点）地点及び交通量－３（大豆戸交差

点）地点が多く約 3,800～4,100（台／時）、

交通量－４（樽町交差点）地点、交通量－

５（綱島交差点）地点、交通量－６（北綱

島交差点）地点では約 1,900～2,300（台

／時）となっています。 

 なお、交通量－１（三枚町交差点）地点

は環状２号線上の交差点となりますが、交

差点交通量は側道を通行する車両による

ものであるため、日交通量で約 29,000（台

／日）、ピーク時交通量で約 2,000（台／

日）となっています。 

 

・渋滞長 

 調査地点のうち、交通量－２（大豆戸交

差点）地点の流入方向Ｃ、交通量－４（綱

島交差点）地点の流入方向Ａ及び流入方向

Ｂにおいて長い渋滞長が確認されていま

す。なお、この３つの流入方向については、

比較的長い渋滞長が、長時間に渡って確認

されています。 

 工事中における交差点需要率は 0.436～0.929 と予測

し、No.5（綱島交差点）を除く予測地点においては、平

面交差点において交通流を円滑に処理できるとされる交

差点需要率の目安である 0.9 を下回る結果となりまし

た。また、現況交通量に対する資材及び機械の運搬に用

いる車両の割合は 1.5％～3.8％程度であり、交差点需要

率の増加分は 0.024～0.128 となっています。 

 No.5（綱島交差点）については、現況交通量に対する

資材及び機械の運搬に用いる車両の割合は 3.9％程度で

あり、交差点需要率の増加分も 0.045 と比較的小さいも

のの、現況における交差点需要率が 0.884 と飽和に近い

状態であることから、資材及び機械の運搬に用いる車両

の運行に伴い 0.9 を上回る結果となります。 

 このように、本事業では計画上、混雑が確認されてい

る交差点をやむを得ず運行する必要が生じる事から、可

能な限り現況交通への負荷を軽減し、更なる交通混雑を

発生させないよう十分配慮する必要があると考えます。

予測 

地点 

予
測
時
間
帯 

現況※1 

交通量 

(台/時) 

資材及び 

機 械 の 

運 搬 に 

用 い る 

車 両 

(台/時) 

交差点需要率 

現 況 工事中 増加分

No.１ 
(三枚町 

交差点) 

８
時
台 

2,014
62 

≪3.1%≫
0.558 0.582 0.024

No.２ 
(新横浜 

駅入口 

交差点) 

９
時
台 

4,160
62 

≪1.5%≫
0.554 0.682 0.128

No.３ 
(大豆戸 

交差点) 

８
時
台 

3,850
142 

≪3.7%≫
0.760 0.838 0.078

No.４ 
(樽町 

交差点) 

15
時
台 

2,089
80 

≪3.8%≫
0.522 0.556 0.034

No.５ 
(綱島 

交差点) 

14
時
台 

2,028
80 

≪3.9%≫
0.884 0.929 0.045

No.６ 
(北綱島 

交差点) 

13
時
台 

2,269
80 

≪3.5%≫
0.402 0.436 0.034

※1 表中の現況交通量は、各交差点の全流入交通量です。 

※2 ≪≫内の値は、現況交通量に対する資材及び機械の運搬に用い

る車両の割合を示しています。 

【資材及び機械の運

搬に用いる車両及び

運行ルートの分散】 
 資材及び機械の運搬
に用いる車両及び運行
ルートの更なる分散化
を行うことにより、車
両の集中による交通流
への局地的な負荷を軽
減することができま
す。 
 ただし、他の環境へ
の影響として、分散さ
せた道路への影響が考
えられます。 
  

【 運 行 時 間 帯の管

理】 
 工事工程の調整や運
転者に対する指導によ
り、車両の運行時間帯
を管理することで、混
雑時間帯における混雑
悪化を軽減することが
できます。 
 ただし、他の環境へ
の影響として、分散さ
せた時間帯への影響が
考えられます。 
 
 

＜事業者が考える対

策案（No.5（綱島交

差点））＞ 
 No.5（綱島交差点）
の現況の交差点需要率
は 0.770～0.884 で、交
通処理に余裕があると
考えられる時間帯が存
在します。また、交差
点需要率 0.9 を上回る
ことなく運行が可能な
資材及び機械の運搬に
用いる車両の台数は
610 台／日となります。
 したがって、No.5（綱
島交差点）においても、
資材及び機械の運搬に
用いる車両の運行ルー
トや運行時間帯の管
理・調整を行い、交差
点を通過する車両の台
数を可能な限り制限
し、混雑時間帯の通行
を極力避けることで、
混雑の更なる悪化を回
避することができると
考えます。 

 本事業では、現況交通量に対する資材及

び機械の運搬に用いる車両の割合は

1.5％～3.9％程度であり、交差点需要率の

増加分も 0.024～0.128 程度ではあるもの

の、計画上、混雑が確認されている交差点

をやむを得ず運行する必要が生じ、交通流

へ影響を与えることとなるため、可能な限

り現況交通への負荷を軽減し、更なる交通

混雑を発生させないよう十分配慮する必

要があると考えます。 

 そのため、運行ルートの検討による分散

化を図るとともに、可能な限り混雑時間帯

を避けた時間帯に車両が運行するよう運

行時間帯を管理し、交通流への影響を極力

抑制するよう配慮します。 

 特に、現況において既に著しい混雑が確

認されている No.5（綱島交差点）におい

ては、交差点を通過する車両の台数を可能

な限り制限するとともに、混雑時間帯の通

行を極力避けるよう、資材及び機械の運搬

に用いる車両の運行ルート及び運行時間

帯の管理・調整を徹底します。 

 また、具体的な運行計画の策定にあたっ

ては、事業の実施段階までに交通管理者や

道路管理者と協議を重ね、各関係機関の指

導のもと、最も適切であると考えられる運

行計画を策定します。 

 以上のことから、本事業による影響を事

業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避又は低減しているものと評価します。 

 予測手法は

科学的知見に

基づくもので

あり、予測の不

確実性は小さ

いと考えられ

ること、また、

適切な措置を

講じるととも

に、関係機関と

協議の上で工

事計画を検討

するため、可能

な限り周辺に

配慮した対応

が図られるも

のと判断し、事

後調査は実施

しないものと

します。 
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表 10-1(24) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

地
域
社
会 

地
域
社
会 

交
通
安
全 

資材及び機

械の運搬に

用いる車両

の運行 

【交通安全の状況】 

・交通事故の発生状況 

 港北区、神奈川区、保土ケ谷区における

交通事故の発生状況については、各区とも

過去５年間の発生件数は減少傾向にある

ものの、死者数、重傷者数は年によって増

減がみられます。 

 

・学区・通学路の状況 

 新横浜駅施工ヤード予定地付近の一部

の道路は大豆戸小学校の通学路に、新綱島

駅施工ヤード予定地付近の一部の道路は

綱島東小学校、綱島小学校、樽町中学校の

通学路に、日吉工事区域施工ヤード予定地

付近の一部の道路は日吉台小学校、日吉南

小学校、日吉台中学校の通学路に指定され

ています。 

 

・交通安全施設の状況 

 資材及び機械の運搬に用いる車両の主

要な運行ルートとして予定している環状

２号線、県道２号（東京丸子横浜）は、歩

道と車道が分離されており、さらにガード

レールやガードパイプが設置されていま

す。また、主要な交差点には横断歩道及び

信号が整備されています。 

 

・歩行者・自転車交通量 

 歩行者－１（新横浜駅施工ヤード付近）

地点では、新横浜駅入口交差点の鶴見方の

交通量が多く、ピーク時交通量は新横浜駅

側（5+6）、横浜アリーナ側（3+4）のそれ

ぞれで約 1,500 人・台／時となっていま

す。 

 歩行者－２（新綱島駅施工ヤード付近）

地点では、日吉側道路（5+6）の交通量が

多く、ピーク時交通量は約 1,400 人・台／

時となっています。 

 歩行者－３（日吉工事区域施工ヤード付

近）地点では、ピーク時交通量は２断面と

もに約 100 人・台／時となっています。 
 

 本事業では、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

ルートについて、可能な限り細街路を避け、主要幹線道

路である環状２号線及び県道２号（東京丸子横浜）を使

用する計画です。環状２号線及び県道２号（東京丸子横

浜）は歩道と車道が分離され、ほとんどの区間において

ガードレール、ガードパイプが整備されています。また、

主要な交差点には横断歩道や信号が整備されており、歩

行者・自転車の交通安全は適切に確保されている状況で

す。 

 しかしながら、資材及び機械の運搬に用いる車両が施

工ヤード予定地へ出入する際には、やむを得ず歩道を横

断する状況が生じることから、歩行者・自転車の安全確

保に十分配慮する必要があると考えます。 

 

【運行ルート、搬入時間

及び法定制限速度の厳

守】 

 資材及び機械の運搬

に用いる車両について、

決められた運行ルート

を厳守するとともに、搬

入時間及び法定制限速

度を厳守することで、安

全管理の徹底を図るこ

とができます。 

 

【安全教育の徹底】 

 資材及び機械の運搬

に用いる車両の運転手

に対し交通マナー、施工

ヤード予定地への出入

時における一旦停止や

歩行者優先などの安全

運転教育を徹底すると

ともに、周辺の通学路や

通学時間帯など、安全確

保に係る情報の伝達を

徹底し、注意喚起するこ

とで、事故の発生を未然

に防止できます。 

 

【工事計画の周知徹底】

 工事を行う期間など、

工事計画の内容につい

て周辺住民に周知徹底

を図ることで、交通の安

全性を確保するための

注意喚起を促すことが

できます。 

 

【迂回ルートの設定時

に対する配慮】 

 工 事 期 間 中 に 歩 行

者・自転車の迂回ルート

を設定する場合は、周辺

の道路状況を考慮し、歩

行者・自転車が安全に通

行できるよう配慮する

ことで、交通の安全性を

確保することができま

す。 

 

【交通誘導員による誘

導】 

 資材及び機械の運搬

に用いる車両の通行時

には、施工ヤード出入口

に交通誘導員を配置し、

歩行者・自転車や資材及

び機械の運搬に用いる

車両の出入を誘導する

ことで、安全かつ円滑な

通行を確保することが

できます。 

 本事業では、交通安全施設が整備されて

いる環状２号線、県道２号（東京丸子横浜）

を資材及び機械の運搬に用いる車両の主

要な運行ルートとする計画としています

が、資材及び機械の運搬に用いる車両が施

工ヤード予定地へ出入する際には、やむを

得ず歩道を横断する状況が生じるため、歩

行者・自転車の安全確保に十分配慮する必

要があると考えます。 

 よって、本事業では、資材及び機械の運

搬に用いる車両の運行ルートや搬入時間、

法定制限速度の遵守、運転手に対する安全

運転教育や、通学路、通学時間帯など安全

確保に係る情報伝達及び注意喚起の徹底、

周辺住民に対する工事期間などの工事計

画内容の周知徹底、迂回ルートの設定時に

対する配慮、交通誘導員による誘導などに

より、交通の安全確保を徹底します。 

 また、具体的な工事計画の策定にあたっ

ては、工事区域の中には歩行者・自転車交

通量が多い地域もあることなどを考慮し

た上で交通管理者や道路管理者と協議を

行い、安全且つ円滑な交通の確保に配慮し

た計画を策定します。 

 以上のことから、事業の実施にあたり、

交通の安全確保は適切に行われるものと

評価します。 

 適切な措置

を講じるとと

もに、関係機関

と協議の上で

工事計画を検

討するため、可

能な限り周辺

に配慮した対

応が図られる

ものと判断し、

事後調査は実

施しないもの

とします。 
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表 10-1(25) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

文
化
財 

文
化
財 

文
化
財 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【文化財の状況】 

 計画路線周辺には「神奈川県文化財保護

条例」（昭和30年４月１日 条例第13号）

に基づき県指定天然記念物として指定さ

れている「師岡熊野神社の社叢林」や、「横

浜市文化財保護条例」（昭和 62 年 12 月 25

日 条例第 53 号）に基づき指定された史

跡・文化財等が存在しますが、計画路線上

には有形文化財等は存在していません。 

 

【埋蔵文化財包蔵地の状況】 

 計画路線は日吉付近に存在する１箇所

の埋蔵文化財包蔵地の近傍を通過します。 

 なお、当該包蔵地については戸建て住

居、畑等による土地利用が行われており、

計画路線通過部分には、東急電鉄東横線の

高架橋が存在しています。 

 

【法令等による基準等】 

・文化財保護法 

 文化財を保存し、かつ、その活用を図り、

もって国民の文化的向上に資するととも

に、世界文化の進歩に貢献することを目的

としており、文化財に対する政府及び地方

公共団体の任務、国民、所有者等の心構え

等を定めています。周知の埋蔵文化財包蔵

地で土木工事等を行う場合、「文化財保護

法」に基づく関係機関等への手続きが必要

となります。 

 

・横浜市文化財保護条例 

 文化財保護法第 182 条第２項の規定に

基づき、横浜市の区域内に存する文化財で

市にとって重要なものについて、その保存

及び活用のために必要な措置を講じ、もっ

て市民の郷土に対する理解を深めるとと

もに、市民の文化の向上及び発展に資する

ことを目的としており、市民・所有者等の

責務、所有者の管理義務、現状変更等の制

限などの規定があります。 

 

 計画路線は、日吉付近に存在する１箇所の埋蔵文化財

包蔵地の近傍を通過するため、工事の範囲によっては埋

蔵文化財に影響を生じさせる可能性があります。 

 本事業では文化財の保護・保全のため、工事に先立っ

て関係機関と協議し、必要に応じて試掘調査を実施しま

す。また、その結果に基づき、関係法令に従って関係機

関と協議を行い、工事の実施前において必要な措置を講

じます。 

 なお、工事中に文化財等を発見した場合には直ちに届

出を行い、「文化財保護法」に基づき必要な措置を講じま

す。 

 したがって、計画路線周辺の文化財は価値を損ねるこ

となく記録、もしくは保存されることから、工事の実施

による文化財への影響は生じないものと予測します。 

 本事業では、文化

財の保護・保全のた

め、関係機関と十分

な協議を行い、工事

の実施前において必

要な措置を講じるこ

と、また、工事中に

おいて文化財等を発

見した場合には直ち

に届出を行い、「文

化財保護法」に基づ

き必要な措置を講じ

ることから、工事の

実施による文化財へ

の影響は生じないも

のと考えます。 

 したがって、環境

保全措置は講じない

ものとします。 

 計画路線は埋蔵文化財包蔵地の近傍を

通過するため、工事の範囲によっては埋蔵

文化財に影響を生じさせる可能性があり

ますが、本事業では文化財の保護・保全の

ため、関係機関と十分な協議を行い、工事

の実施前において必要な措置を講じます。

また、工事中において文化財等を発見した

場合には直ちに届出を行い、「文化財保護

法」に基づき必要な措置を講じます。 

 したがって、計画路線周辺の文化財は価

値を損ねることなく記録、もしくは保存さ

れることから、工事の実施による文化財へ

の影響は生じないものと考えます。 

 以上のことから、事業の実施にあたり、

文化財は適切に保護されるものと評価し

ます。 

 関係法令等

に基づき適切

な措置を講じ

るため、適切な

対応が図られ

るものと判断

し、事後調査は

実施しないも

のとします。 
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表 10-1(26) 当該事業に係る環境影響の総合的な評価 

   
影響要因 

の区分 
調 査 結 果 予 測 結 果 環境保全措置 評 価 結 果 事後調査計画 

安
全
（
地
下
埋
設
物
破
壊
） 

安
全
（
地
下
埋
設
物
破
壊
） 

安
全
（
地
下
埋
設
物
破
壊
） 

切土工等、ト

ンネル工事

又は既存の

工作物の除

去 

【計画路線と交差する大規模な地下埋設

物の状況】 

 計画路線と交差する地下埋設物には、ガ

ス管及び電話線の共同管、雨水・汚水管、

水道管、ガス管、電力があり、併せて 32

施設となっています。計画路線と既存の地

下埋設物との離隔は、約 0.4～38.8ｍとな

っています。 

 計画路線は、既存の地下埋設物と約 0.4～38.8ｍの離

隔を確保しています。また、工事の実施にあたっては、

関係機関と十分な協議を行った上で、適切な施工管理を

行いながら計画に沿った工事を実施していきます。支障

する埋設物に対しては、切り回し等の適切な対策を行い

ます。 

 工事の実施にあたっては、このように地下埋設物を損

傷させることがないよう十分配慮した上で工事を実施す

ることから、地下埋設物の損傷等による安全は確保され

ると予測します。 

 計画路線は既存の

地下埋設物に対し離

隔を確保しているこ

と、また、工事の実

施にあたっては、関

係機関との協議を行

った上で適切な施工

管理を行うととも

に、支障する埋設物

に対して適切な対策

を行うなど、地下埋

設物を損傷させるこ

とがないよう十分配

慮した上で工事を実

施することから、地

下埋設物の損傷等に

よる安全は確保され

ると考えます。 

 したがって、環境

保全措置は講じない

ものとします。 

 計画路線は既存の地下埋設物に対し離

隔を確保する計画です。また、工事の実施

にあたっては、関係機関との協議を行った

上で適切な施工管理を行うとともに、支障

する埋設物に対して適切な対策を行うな

ど、地下埋設物を損傷させることがないよ

う十分配慮した上で工事を実施すること

から、地下埋設物の損傷等による安全は確

保されると考えます。 

 以上のことから、事業の実施にあたり、

地下埋設物は適切に保護されるものと評

価します。 

 関係法令等

に基づき適切

な措置を講じ

るため、適切な

対応が図られ

るものと判断

し、事後調査は

実施しないも

のとします。 
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